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事務総局会議（第23回）議事録

令和7年10月7日（火）午前10時00分 ～ 午前10時10分日時

場所等 総局会議室

出席者 氏本事務総長、渭藤総務局長、板津人事局長、染谷経理局長、福田民

事局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広

報課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

最高裁判所行政不服審査委員会の答申について

清藤総務局長説明（資料第1）

令和7年秋の勲章受章者の内定について

板津人事局長説明（資料第2）
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事務総局会議資料第1

（10月7日開催）

令和7年度答申第1号

令和7年10月6日

諮問番号 令和7年度（諮問）第1号（令和7年4月4日諮問）

審 査 庁 最高裁判所

事 件 名 退職手当支給制限処分に関する件

答 申 書

審査請求人｜ ｜からの審査請求に関する審査庁の諮問に対し､次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る判断は妥当である。

理 由

第1 事案の概要等

本件は、裁判官であった審査請求人が、審査請求人の担当外であった刑事事

件に関して別紙「投稿等行為一覧」記載の10件のSNS等の投稿等の行為を

行ったことが裁判官弾劾法2条2号の「裁判官としての威信を著しく失うべき

非行」に該当するとして裁判官を罷免されたことに伴い、令和6年4月17日

付けで、退職手当管理機関である最高裁判所（以下「処分庁」という。）から、

国家公務員退職手当法（以下「法」という。）12条1項1号の規定により、一

般の退職手当等の全部を支給しないこととする処分（支給制限処分。以下「本

件処分｣という。）を受けたため、これを不服として審査請求をした事案である。

l 関係する法令等の定め

別紙「関係法令等の定め」記載のとおり

2 事案の経緯（認定に供した資料を括弧内に掲記した｡）

（1）審査請求人は､■■年■月■日に判事補に任命され､令和6年4月3
日当時、判事兼簡易裁判所判事であった者である。（罷免訴追事件判決、退職

ll



手当支給制限処分書）

(2)裁判官弾劾裁判所は、令和6年4月3日、審査請求人の行った別紙「投稿

等行為一覧」記載の行為（以下「本件各行為」という。）が、「裁判官として

の威信を著しく失うべき非行」（裁判官弾劾法2条2号）に該当するとして、

審査請求人を罷免する旨の裁判を宣告し、これにより、審査請求人は、罷免

された。（罷免訴追事件判決)

(3)処分庁は、令和6年4月17日付けで、審査請求人に対し、法12条1項

の規定により、一般の退職手当等の全部を支給しないこととする本件処分を

し、下記の内容の理由を付した退職手当支給制限処分書（以下「本件通知耆」

という。）を交付した。（退職手当支給制限処分書）

＝司

司巳

（支給制限処分の理由）

審査請求人は、判事兼簡易裁判所判事であったものであるが、令和6年

4月3日、裁判官弾劾裁判所から罷免の裁判の宣告を受けて罷免されたも

のである。

（国家公務員退職手当法施行令（以下「施行令」という。）17条で定める事

情に関し勘案した内容についての説明）

審査請求人は、裁判官弾劾裁判所から、本件各行為につき裁判官弾劾法

2条2号を適用して罷免する旨の判決を受けたものである。

（4）審査請求人は、令和6年7月9日付けで、審査庁に対し、本件処分を不服

として審査請求をした。（審査請求書）

（5）審査庁は、令和7年4月4日、当委員会に対し、本件審査請求は棄却すべ

きであるとして本件諮問をした。（諮問書、諮問説明書）

3 審査請求人の主張の要旨

（1）本件通知書には、罷免の理由とされた行為が記載されているのみであり、

処分庁がそれをどのように評価し、また、施行令17条に規定する事情をど
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のように勘案し、その結果、いかなる理由で本件処分をしたのかが何ら記載

されていないから、本件処分をした理由を理解するに足りる記載がされてい

ない。

したがって、本件処分には理由付記の不備の違法がある。

(2)本件各行為は、いずれも審査請求人が裁判官と名乗ることなく、一市民と

して、SNSその他の媒体においてした表現行為であり、いずれも犯罪行為

に当たるものではなく、他人の名誉を段損したり、 侮辱したりするものでも

ない。それにもかかわらず、これらの表現行為を非違に当たると判断するこ

とは、表現の自由の侵害に当たることが明らかであって、憲法21条に違反

するものであり、さらに、裁判官の市民的自由も侵害するものである。加え

て、審査請求人は、これまで一度も欠勤したことはなく、その勤務態度が問

題となったこともない。

これらの事情によれば、本件処分は裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用

してされた違法なものである。

(3)以上のとおり、本件処分は違法なものであるから、これを取り消すとの裁

決を求める。

第2 審査庁の諮問に係る判断の要旨

1 本件通知書には、本件処分に至った理由について、その前提とする事実関係

や考慮した事情に関し勘案した内容が具体的に記載されているから、本件処分

に理由付記の不備があるとはいえない。

2 審査請求人は、判事兼簡易裁判所判事という重い職責を負っていたところ、

裁判官弾劾裁判所から、本件各行為が「裁判官としての威信を著しく失うべき

非行」に該当することを理由とする罷免の裁判の宣告を受けて罷免されたもの

であって、処分庁においては、法12条1項1号、施行令17条及び「国家公

務員退職手当法の運用方針」第12条関係（以下「運用方針」という。）に従い、

このような審査請求人が占めていた職の職務及び責任、審査請求人が行った本
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件各行為の非違の内容及び程度、当該非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす

影響等の上記法令等所定の事情を勘案し、一般の退職手当等の全部を支給しな

いこととすることが相当であると判断したものである。

したがって、本件処分は、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用してされた

ものではない。

3 以上のとおり、本件審査請求は理由がないから、棄却されるべきである。

4 なお、審理員意見書も、本件通知書の理由付記の不備があるとはいえず、裁

量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用した違法及び裁量権の行使として不当であ

るということもできないとして、本件審査請求には理由がないから棄却すべき

であるとしている。

第3 当委員会の判断

l 本件処分の適法性について

（1）理由付記の不備の有無

ア 法12条2項において、退職手当管理機関が、支給制限処分を行うとき

は、その理由を付記した書面により、その旨を当該処分を受けるべき者に

通知しなければならないと規定しているのは、当該処分が一般の退職手当

等の全部又は一部を支給しないという不利益処分であることに鑑み、処分

の理由を提示することによって、処分庁の判断の慎重・合理性を担保し、

処分の相手方の争訟提起の便宜を図る趣旨に出たものと解される。

そして、同項に基づいてどの程度の理由を付記すべきかは、上記のよう

な趣旨に照らし、当該処分の根拠法令の規定内容、当該処分に係る処分基

準の存否及び内容並びに公表の有無、当該処分の性質及び内容、当該処分

の原因となる事実関係の内容等を総合考慮して決定するのが相当である。

イ 法12条1項に基づく支給制限処分は、一般の退職手当等の全部を支給

しないこと（以下「全部不支給」という。）とするか、一部を支給しないこ

と（以下「一部不支給」という。）とするかについて処分庁の裁量に委ねら
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れているものの、同項及びこれを受けた施行令17条は、支給制限処分を

する際に、当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職を

した者の勤務の状況、当該退職をした者が行った非違の内容及び程度、当

該非違に至った経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、当該

非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対する国民

の信頼に及ぼす影響を勘案する旨定めており、裁量判断の考慮要素は相当

程度具体的に示されているものである。

また、上記の考盧要素を検討するに当たって参考とすべき運用方針が定

められ、公表されているところ、運用方針において、懲戒免職等処分を受

けた者については全部不支給とすることを原則とすると規定され、一部不

支給にとどめることができる場合についても具体的・限定的に記載されて

おり、処分が選択された理由や適用された基準を知るうえで、その内容も

複雑なものではない。

以上の規律状況を踏まえると、法12条1項に基づく支給制限処分に当

たっては、処分の原因となる事実関係及び処分の根拠法条が理由として示

されている場合には、理由の付記に欠けるところはないものと解するのが

相当であり、それ以上に処分基準の適用関係などを示さなければならない

と解すべき理由はないというべきである。

ウ 本件についてみると、本件通知書には、本件処分の根拠となる法12条

第1項及び施行令第17条が記載されており、本件処分の原因となる事実

関係についても、本件各行為が摘示され、これに基づいて裁判官弾劾裁判

所から裁判官弾劾法2条2号を適用して罷免する旨の判決を受けた旨も記

載されている。

そうすると、本件通知書の記載は、審査請求人において、いかなる事実

関係の下でいかなる理由に基づいて本件処分がされたかを知ることがで

きるものというべきであり、本件処分の理由の付記に不備があるとは認め
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られない。この点に関する審査請求人の主張は、採用することができない。

(2)本件処分の裁量権の逸脱又は濫用の有無

ア 法12条1項は、懲戒免職等処分を受けた退職者の一般の退職手当等に

つき、支給制限処分をするか否か、これをするとした場合にどの程度支給

しないこととするかの判断を、退職手当管理機関の裁量に委ねているもの

と解される。そして、先に述べたとおり、同項及びこれを受けた施行令1

7条は、支給制限処分をする際に、当該退職をした者が占めていた職の職

務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行った

非違の内容及び程度、当該非違に至った経緯、当該非違後における当該退

職をした者の言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該

非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響を勘案する旨規定しており、

運用方針において、懲戒免職等処分を受けた者については全部不支給とす

ることを原則とすると規定され、一部不支給にとどめるのは、特に参酌す

べき事情がある場合等に限定し、かつ、慎重な検討を行うものとされてい

る。

イ 審査請求人は、判事兼簡易裁判所判事という重い職責を負っていたとこ

ろ、裁判官弾劾裁判所から、本件各行為がいずれも「裁判官としての威信

を著しく失うべき非行」（裁判官弾劾法2条2号）に該当することを理由と

する罷免の裁判の宣告を受けたものであって、本件各行為の非違の内容及

び程度、公務に対する国民の信頼に及ぼす影響は重大であると評価せざる

を得ない。これに対し、審査請求人は、これまで勤務態度が問題になった

ことはない旨の主張をするが、そのような事情のほか、審査請求人の勤続

期間が相当長期間であること等を考慮しても、本件において法12条1項

及び施行令17条に基づき一部不支給にとどめるべき事情があるものとは

認められない。

したがって、処分庁が、審査請求人に対して本件処分をしたことは相当
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であり、裁量権の範囲を逸脱し、又は濫用した違法はない。

ウ なお、審査請求人は本件各行為が「非違」に当たらないなどと主張する

ものの、それらの事実関係自体には争いがなく、審理員意見書を含む一件

記録を精査しても、裁判官弾劾裁判所の判断を左右するものは見当たらな

いというべきであり、審査請求人の上記主張を採用することはできない。

2 まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの審査庁

の諮問に係る判断は妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

最高裁判所行政不服審査委員会
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(別紙）

投稿等行為一覧

(1) 平成29年12月13日頃、ツイッターに担当外である刑事事件の東京高等裁

判所における控訴審判決を閲覧することができる最高裁のウェブサイトのアドレ

スを引用するとともに、「首を絞められて苦しむ女性の姿に性的興奮を覚える性

癖を持った男｣、「そんな男に、無‘|参にも殺されてしまった17歳の女性」と記載

した文章を投稿して掲載した。

(2)平成29年12月30日頃、ツイッターに、上記(1)の投稿について、「今回問題

になったツイートは、フェイスブックでもつぶやいていましたが、こちらは、削

除要請がなかったので、そのままになっています｡」などと記載した文書を投稿し

て掲載した。

(3)平成30年9月11日、 司法記者クラブにおいて、上記(1)の刑事事件の被害者

遺族について、「あの方の場合はダイレクトでツイッターで削除してくださいっ

ていう話があったのでその場で削除いたしました｡」などと発言した。

(4)平成30年10月下旬、週刊現代のインタビューを受け、「被害者の女性の遺族

は、もともと判決文を裁判所が公開したことに抗議していた。判決文を公開した

のは、私ではなく最高裁です。それがいつの間にか、私のツイートの文言で傷つ

いたに変わり、それに基づいて私の厳重注意処分がなされました。しかし、それ

が終わると、再び、判決文を最高裁のウェブサイトに載せられたことに傷ついた

という主張に戻っている。この事実は、私のブログのコメント欄に遺族の方が自

ら投稿しています。そして毎日新聞の報道によれば、更に考えを変えて、私のお

ちやらけたツイッターで紹介されたことで傷ついたと、4回も「傷ついた理由」

を変えているんです。これって、どういうことなのでしょうか｡」などと発言した。

(5)令和元年11月12日頃、フエイスブックに「裁判所が判決書をネットにアシ
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プする選別基準」で始まる文書を投稿し、そこでは、「その遺族の方々は、東京高

裁を非難するのではなく、そのアップのリンクを貼った俺を非難するようにと、

東京高裁事務局及び毎日新聞に洗脳されてしまい、いまだに、それを続けられて

います。東京高裁を非難することは一切せず、「リンクを貼って拡散したこと」を

理由として、裁判官訴追委員会に俺の訴追の申立てをされたりしているというわ

けです｡」などと記載されていた。

(6)令和元年11月15日頃､フェイスブックに､｢遺族のみなさまへ ある方から、

遺族のみなさまが、私のフェイスブックを毎日読んでくださっており、「最高裁に

告ぐ」もお読みいただいたと いう話をお聞きしました。ありがとうございます。

ところで、みなさまは、私が最高裁のウェブサイトの判決書のリンクを貼って拡

散したことを非難するツイートを今年度に入ってからも繰り返しされており、今

年の8月には、私の罷免を求める署名活動を始められています。内規に違反する

判決書の公開をしたのは東京高裁であるにもかかわらず、東京高裁のことは一切

批判されずに、そのリンクを貼った私を署名運動までして批判される理由がどう

してもわからず、みなさまが、第三者から変なことを吹き込まれているのではな

いかと思い、「洗脳されている」というような表現をしてしまいましたが、この表

現は、自分で思い返しても使うべき表現ではなく、撤回して、関係者の方々を含

め、深くお詫び申し上げます。毎日ご愛読いただいているにもかかわらず、本当

に申し訳ありませんでした。しかし、上記の私の疑問は残ったままであり、何か

のはずみで、また同じ過ちを犯しかねません。ぜひ、一度、その理由をお聞かせ

いただければ幸いです。FBのメッセその他の方法によりご連絡をいただけない

で､しようか。その中で、こちらからも、改めて謝罪の言葉を述べさせていただけ

ればと思っています｡なお､元記事は､私のなりすましである｜ ｜さんに
転載されてしまうと、その後、私自身で管理できなくなるため、転載される前に

削除させていただきましたので、その点もご了承いただければと思います。よる
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しくお願いいたします｡」と記載した文書を投稿して掲載した。

(7)令和元年11月18日頃、ブログに、「『洗脳発言」報道について」との見出し

の下に、「内規に違反して性犯罪に関する本件判決書をアップしてしまったのは

東京高裁です。遺族も、当初は、本件判決書がネット上にあることを批判してい

たのです。ところが、遺族は、東京高裁との交渉を経た結果、東京高裁が本件判

決耆をアップしたことは何も悪くない、悪いのは私一人であるという考えに完全

に変わり、現在では、裁判官訴追委員会に私の罷免を求めるのみならず、その賛

同を求めるために今年の8月にはネット上での署名活動まで始められています。

私が東京高裁を通じてした謝罪の申入れを拒否しておきながら、今年3月のNH

Kの取材に対しては、私が早く謝罪をしなかったのが問題であると答えられてい

ます。早く謝罪しようにも、本件判決書は被害者の名前等は隠されて何の事件な

のかわからないようにされていますし、わかったとしてもその遺族の方の連絡先

などわかるはずがありません。このような経過があったことから、私は、遺族の

方々の考え方は東京高裁によって大きく変えられたのではないかと疑い、これを

「東京高裁による洗脳｣と表現したものです｡｣､｢ところで､｜ ｜教授の推測
によると、東京高裁は、その頃、私のツイートによる情報発信自体を止めさせよ

うとしており、そのためのチャンスをうかがっていました。そういう中で、まさ

に遺族の方々による上記抗議が行われました。東京高裁は、この抗議を最大限利

用しようとした可能性もあります。書面による厳重注意処分すればツイートによ

る情報発信自体をやめるであろうと考えたというわけです｡もしそうだとすると、

東京高裁が遺族感情を利用したということになります。現在は、遺族と私が、訴

追申立人と訴追被申立人の関係となっているのですが、私が戦うべき相手は、矢

面に立っている遺族の方々ではなく、その後ろに隠れている東京高裁や、その思

いどおりの報道をしてしまうマスコミなのかもしれません｡」、「戦うのであれば、

遺族の方々と戦うのではなく 、私が本来の敵を相手にすべきなのです。「洗脳」と

10



いう言葉をあそこで使ってしまったのは、私に対する攻撃の手を緩めない遺族の

方々にも早く目を覚ましてもらいたいという思いも込められていたのかもしれま

せん。」などと記載した文章を投稿して掲載した。

111



(別紙）

関 係 法 令 等 の 定 め

○ 国家公務員退職手当法第12条

1 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職

手当管理機関は、当該退職をした者（当該退職をした者が死亡したときは、当

該退職に係る一般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者)に対し、

当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者が行った

非違の内容及び程度、当該非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響その他

の政令で定める事情を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給

しないこととする処分を行うことができる。

一 懲戒免職等処分を受けて退職をした者

二 （略）

2 退職手当管理機関は、前項の規定による処分を行うときは、その理由を付記

した書面により、その旨を当該処分を受けるべき者に通知しなければならない。

3 （略）

○ 国家公務員退職手当法施行令第17条

法第12条第1項に規定する政令で定める事情は、当該退職をした者が占めて

いた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行

った非違の内容及び程度、当該非違に至った経緯、当該非違後における当該退職

をした者の言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公

務に対する国民の信頼に及ぼす影響とする。

○ 国家公務員退職手当法の運用方針（昭和60年4月30日総人第261号）

第1 2条関係

12



一 非違の発生を抑止するという制度目的に留意し、一般の退職手当等の全部

を支給しないこととすることを原則とするものとする。

二 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることを検

討する場合は、施行令第十七条に規定する「当該退職をした者が行った非違

の内容及び程度」について、次のいずれかに該当する場合に限定する。その

場合であっても、公務に対する国民の信頼に及ぼす影響に留意して、慎重な

検討を行うものとする。

イ 停職以下の処分にとどめる余地がある場合に、特に厳しい措置として懲

戒免職等処分とされた場合

ロ 懲戒免職等処分の理由となった非違が、正当な理由がない欠勤その他の

行為により職場規律を乱したことのみである場合であって、特に参酌すべ

き情状のある場合

ハ 懲戒免職等処分の理由となった非違が過失（重過失を除く。） による場合

であって、特に参酌すべき情状のある場合

二 過失（重過失を除く。）により禁鋼以上の刑に処せられ、執行猶予を付さ

れた場合であって、特に参酌すべき情状のある場合

三 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該退職をした者が指定職以上の職員

であるとき又は当該退職をした者が占めていた職の職務に関連した非違であ

るときには処分を加重することを検討すること等により、施行令第十七条に

規定する「当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任」を勘案するこ

ととする。

四 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、過去にも類似の非違を行ったことを理

由として懲戒処分を受けたことがある場合には処分を加重することを検討す

ること等により、施行令第十七条に規定する「当該退職をした者の勤務の状
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況」を勘案することとする。

五 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該非違が行われることとなった背景

や動機について特に参酌すべき情状がある場合にはそれらに応じて処分を減

軽又は加重することを検討すること等により、施行令第十七条に規定する「当

該非違に至った経緯」を勘案することとする。

六 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該非違による被害や悪影響を最小限

にするための行動をとった場合には処分を減軽することを検討し、当該非違

を隠蔽する行動をとった場合には処分を加重することを検討すること等によ

り、施行令第十七条に規定する「当該非違後における当該退職をした者の言

動」を勘案することとする。

七 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該非違による被害や悪影響が結果と

して重大であった場合には処分を加重することを検討すること等により、施

行令第十七条に規定する「当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度」を勘

案することとする。

八 本条第一項第二号に規定する「これに準ずる退職」とは、例えば次に掲げ

る規定による退職をいう。

イ 国会職員法第十条

ロ 公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第九十条

ハ 自衛隊法第三十八条第二項
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{機密性2】

事務総局会議（第24回）議事録

令和7年10月14日（火）午後2時00分 ～ 午後2時05分日時

総局会議室場所等

氏本事務総長、清藤総務局長、板津人事局長、染谷経理局長、福田民事

局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広報課

長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

高等裁判所長官事務打合せの開催について

清藤総務局長説明（資料第1）

行政不服審査法に基づく審査請求に対する裁決について

清藤総務局長説明（資料第2）

議事 I

2

Q

◎ 裁判官会議付議 2

。 了承 1
結果

秘 書 課 長 福 島 直 之



事務総局会議資料第1
(10月14日開催）

【機密性2】

高等裁判所長官事務打合せ開催要領（案）

1 主催 最高裁判所

2 期日 令禾'17年11月26日（水）、27日（木）及び28日（金）

3 場所 最高裁判所

4 協議事項 （1）当面の司法行政上の諸問題について

（2）人事について

5 出席者 高等裁判所長官 8人

随員 高等裁判所事務局長 8人

6 日程
、、

.、、、

~､時間
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27日

（木）
個別協議 午餐 個別協議
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13:00
～

16:00

28日

（金）
個別協議



事務総局会議資料第2
(10月14日開催）

配布資料

最高裁総一第●号

裁 決 書

審査請求人

処 分 庁 最高裁判所

審査請求人が令和6年7月10日に提起した処分庁による退職手当不支給処

分に係る審査請求（最高裁総一第1818号）について、次のとおり裁決す

る。

文王

本件審査請求を棄却する。

事案の概要、審理関係人の主張の要旨及び裁決の理由

事案の概要は、本件審査請求事案についての最高裁判所行政不服審査委員会の答

申書（別添）の「第1 事案の概要等」中の柱耆、「1 関係する法令等の定め」

及び「2 事案の経緯」の部分と同一であり、審理関係人の主張の要旨は、同答申

書の「第1 事案の概要等」中「3 審査請求人の主張の要旨」及び|司答申書の

「第2 審査庁の諮問に係る判断の要旨」の部分と|司一であり、裁決の理由は、同

答申書の「第3 当委員会の判断」の部分と趣旨において|司一であるから、これら

を引用する。

したがって、本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法45条2項の規

定により、主文のとおり裁決する。

令和●年●月●日

審 査 庁 最 高 裁 判 所

(教示欄）

lこの裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して6

1



か月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となりま

す。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。

ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が

違法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から

起算して6か月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大

臣となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。

2上記の期間が経過する前であっても、この裁決があった日の翌日から起算して

1年を経過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起するこ

とはできなくなります。ただし、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁

決があった日の翌日から起算して1年を経過した後であっても裁決の取消しの訴

えや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。
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(別添）

令和7年度答申第1号

令和7年10月6日

諮問番号 令和7年度（諮問）第1号（令和プ年4月4日諮問）

審 査 庁 最高裁判所

事 件 名 退職手当支給制限処分に関する件

答 申 書

審査請求人I Iからの審査請求に関する審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る判断は妥当である。

、 理 由

第1 事案の概要等

本件は、裁判官であった審査請求人が、審査請求人の担当外であった刑事事

件に関して別紙「投稿等行為一覧」記載の10件のSNS等の投稿等の行為を

行ったことが裁判官弾劾法2条2号の「裁判官としての威信を著しく失うべき

非行jに該当するとして裁判官を罷免されたことに伴い、令和6年4月17日

付けで、退職手当管理機関である最高裁判所（以下「処分庁」という。）から、

国家公務員退職手当法（以下「法」という。）12条1項1号の規定により、一

般の退職手当等の全部を支給しないこととする処分（支給制限処分。以下「本

件処分｣という。）を受けたため､これを不服として審査請求をした事案である。

1 関係する法令等の定め

別紙「関係法令等の定め」記載のとおり

2 事案の経緯（認定に供した資料を括弧内に掲記した｡）

（1）審査請求人は、■■■年■月■■日に判事補に任命され、令和6年4月3

日当時、判事兼簡易裁判所判事であった者である。（罷免訴追事件判決、退職

1



手当支給制限処分書）

(2)裁判官弾劾裁判所は、令和6年4月3日、審査請求人の行った別紙「投稿

等行為一覧」記載の行為（以下「本件各行為」という。）が、 ｢裁判官として

の威信を著しく失うべき非行」（裁判官弾劾法2条2号）に該当するとして、

審査請求人を罷免する旨の裁判を宣告し、これにより、審査請求人は、罷免

された。（罷免訴追事件判決）

(3)処分庁は、令和6年4月17日付けで、審査請求人に対し、法12条1項

の規定により、一般の退職手当等の全部を支給しないこととする本件処分を

し、下記の内容の理由を付した退職手当支給制限処分書（以下「本件通知書」

という。）を交付した。（退職手当支給制限処分書）

記

(支給制限処分の理由）

審査請求人は、判事兼簡易裁判所判事であったものであるが、令禾l16年

4月3日、裁判官弾劾裁判所から罷免の裁半llの宣告を受けて罷免されたも

のである。

（国家公務員退職手当法施行令（以下「施行令」という。）17条で定める事

情に関し勘案した内容についての説明）

審査請求人は、裁判官弾劾裁判所から、本件各行為につき裁判官弾劾法

2条2号を適用して罷免する旨の判決を受けたものである。

（4）審査請求人は、令和6年7月9日付けで、審査庁に対し、本件処分を不服

として審査請求をした。（審査請求書）

（5）審査庁は、令和7年4月4日、当委員会に対し、本件審査請求は棄却すべ

きであるとして本件諮問をした。（諮問書、諮問説明書）

3 審査請求人の主張の要旨

（1）本件通知書には、罷免の理由とされた行為が記載されているのみであり、

処分庁がそれをどのように評価し、また、施行令17条に規定する事情をど
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のように勘案し、その結果、いかなる理由で本件処分をしたのかが何ら記載

されていないから、本件処分をした理由を理解するに足りる記載がされてい

ない。

したがって、本件処分には理由付記の不備の違法がある。

(2)本件各行為は、いずれも審査請求人が裁判官と名乗ることなく、一市民と

して、SNSその他の媒体においてした表現行為であり、いずれも犯罪行為

に当たるものではなく、他人の名誉を段損したり、侮辱したりするものでも

ない。それにもかかわらず、これらの表現行為を非違に当たると判断するこ

とは、表現の自由の侵害に当たることが明らかであって、憲法21条に違反

するものであり、さらに、裁判官の市民的自由も侵害するものである。加え

て、審査請求人は、これまで一度も欠勤したことはなく、その勤務態度が問

題となったこともない。

これらの事情によれば、本件処分は裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用

してされた違法なものである。

(3)以上のとおり、本件処分は違法なものであるから、これを取り消すとの裁

決を求める。

第2 審査庁の諮問に係る判断の要旨

1 本件通知書には、本件処分に至った理由について、その前提とする事実関係

や考慮した事情に関し勘案した内容が具体的に記載されているから、本件処分

に理由付記の不備があるとはいえない。

2 審査請求人は、判事兼簡易裁判所判事という重い職責を負っていたところ、

裁判官弾劾裁判所から、本件各行為が「裁判官としての威信を著しく失うべき

非行」に該当することを理由とする罷免の裁判の宣告を受けて罷免されたもの

であって、処分庁においては、法12条1項1号、施行令17条及び「国家公

務員退職手当法の運用方針」第12条関係（以下「運用方針」という。）に従い、

このような審査請求人が占めていた職の職務及び責任、審査請求人が行った本
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件各行為の非違の内容及び程度、当該非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす

影響等の上記法令等所定の事情を勘案し、一般の退職手当等の全部を支給しな

いこととすることが相当であると判断したものである。

したがって、本件処分は､-裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用してされた

ものではない。

3 以上のとおり、本件審査請求は理由がないから、棄却されるべきである。

4 なお、審理員意見書も、本件通知書の理由付記の不備があるとはいえず、裁

量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用した違法及び裁量権の行使として不当であ

るということもできないとして、本件審査請求には理由がないから棄却すべき

であるとしている。

第3 当委員会の判断

l 本件処分の適法性について

（1） 理由付記の不備の有無

ア 法12条2項において、退職手当管理機関が、支給制限処分を行うとき

は、その理由を付記した書面により、その旨を当該処分を受けるべき者に

通知しなければならないと規定しているのは、当該処分が一般の退職手当

等の全部又は一部を支給しないという不利益処分であることに鑑み、処分

の理由を提示することによって、処分庁の判断の'|真重・合理性を担保し、

処分の相手方の争訟提起の便宜を図る趣旨に出たものと解される。

そして、同項に基づいてどの程度の理由を付記すべきかは、上記のよう

な趣旨に照らし、当該処分の根拠法令の規定内容、当該処分に係る処分基

準の存否及び内容並びに公表の有無、当該処分の性質及び内容、当該処分

の原因となる事実関係の内容等を総合考慮して決定するのが相当である。

イ 法12条1項に基づく支給制限処分は、一般の退職手当等の全部を支給

しないこと（以下「全部不支給」という。）とするか、一部を支給しないこ

と（以下「一部不支給」という。）とするかについて処分庁の裁量に委ねら
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れているものの、同項及びこれを受けた施行令17条は、支給制限処分を

する際に、当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職を

した者の勤務の状況、当該退職をした者が行った非違の内容及び程度、当

該非違に至った経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動､ 当該

非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対する国民

の信頼に及ぼす影響を勘案する旨定めており、裁量判断の考慮要素は相当

程度具体的に示されているものである。

また、上記の考慮要素を検討するに当たって参考とすべき運用方針が定

められ、公表されているところ、運用方針において、懲戒免職等処分を受

けた者については全部不支給とすることを原則とすると規定され、一部不

支給にとどめることができる場合についても具体的・限定的に記載されて

おり、処分が選択された理由や適用された基準を知るうえ'で、その内容も

複雑なものではない。

以上の規律状況を踏まえると、法12条1項に基づく支給制限処分に当

たっては、処分の原因となる事実関係及び処分の根拠法条が理由として示

されている場合には、理由の付記に欠けるところはないものと解するのが

相当であり、それ以上に処分基準の適用関係などを示さなければならない

と解すべき理由はないというべきである。

ウ 本件についてみると、本件通知書には、本件処分の根拠となる法12条

第1項及び施行令第17条が記載されており、本件処分の原因となる事実

関係についても、本件各行為が摘示され、これに基づいて裁判官弾劾裁判

所から裁判官弾劾法2条2号を適用して罷免する旨の判決を受けた旨も記

載されている。

そうすると、本件通知書の記載は、審査請求人において、いかなる事実

関係の下でいかなる理由に基づいて本件処分がされたかを知ることがで

きるものというべきであり、本件処分の理由の付記に不備があるとは認め
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られない。この点に関する審査請求人の主張は、採用することができない。

本件処分の裁量権の逸脱又は濫用の有無

ア 法12条1項は、懲戒免職等処分を受けた退職者の一般の退職手当等に

つき、支給制限処分をするか否か、これをするとした場合にどの程度支給

しないこととするかの判断を、退職手当管理機関の裁量に委ねているもの

と解される。そして、先に述べたとおり、同項及びこれを受けた施行令1

7条は、支給制限処分をする際に、当該退職をした者が占めていた幟の職

務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行った

非違の内容及び程度、当該非違に至った経緯、当該非違後における当該退

職をした者の言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該

非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響を勘案する旨規定しており、

運用方針において、懲戒免職等処分を受けた者については全部不支給とす

ることを原則とすると規定され、一部不支給にとどめるのは、特に参酌す

べき事情がある場合等に限定し、かつ、慎重な検討を行うものとされてい

る。

イ 審査請求人は、判事兼簡易裁判所判事という重い職責を負っていたとこ

ろ、裁判官弾劾裁判所から、本件各行為がいずれも 「裁判官としての威信

を著しく失うべき非行」（裁判官弾劾法2条2号）に該当することを理由と

する罷免の裁判の宣告を受けたものであって、本件各行為の非違の内容及

び程度、公務に対する国民の信頼に及ぼす影響は重大であると評価せざる

を得ない。これに対し、審査請求人は、これまで勤務態度が問題になった

ことはない旨の主張をするが、そのような事情のほか、審査請求人の勤続

期間が相当長期間であること等を考慮しても、本件において法12条1項

及び施行令17条に基づき一部不支給にとどめるべき事情があるものとは

認められない。

したがって、処分庁が、審査請求人に対して本件処分をしたことは相当

(2)
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であり、裁量権の範囲を逸脱し、又は濫用した違法はない。

ウ なお、審査請求人は本件各行為が「非違」に当たらないなどと主張する

ものの、それらの事実関係自体には争いがなく、審理員意見書を含む一件

記録を精査しても、裁判官弾劾裁判所の判断を左右するものは見当たらな

いというべきであり、審査請求人の上記主張を採用することはできない。

2 まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの審査庁

の諮問に係る判断は妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

最高裁判所行政不服審査委員会

智
洋

安

光
古一
｢可

嶋
橋

田

に。

貝 長委

大
神

委
委

員

積員

ワ

イ



(別紙）

投稿等行為一覧

(1) 平成29年12月13日頃、ツイツターに担当外である刑事事件の東京高等裁

判所における控訴審判決を閲覧することができる最高裁のウェブサイトのアドレ

スを引用するとともに、「首を絞められて苦しむ女性の姿に性的興奮を覚える性

癖を持った男｣、「そんな男に、無惨にも殺されてしまった17歳の女性」と記載

した文章を投稿して掲載した。

(2)平成29年12月30日頃、ツイッターに、上記(1)の投稿について、「今回問題

になったツイートは、フェイスブックでもつぶやいていましたが、こちらは、削

除要請がなかったので、そのままになっています｡」などと記載した文耆を投稿し

て掲載した。

(3) 平成30年9月11日、司法記者クラブにおいて、上記(1)の刑事事件の被害者

遺族について、「あの方の場合はダイレクトでツイッターで削除してくださいっ

ていう話があったのでその場で削除いたしました｡」などと発言した。

(4)平成30年10月下旬、週刊現代のインタビューを受け、「被害者の女性の遺族

は、もともと判決文を裁判所が公開したことに抗議していた。判決文を公開した

のは、私ではなく最高裁です。それがいつの間にか、私のツイートの文言で傷つ

いたに変わり、それに基づいて私の厳重注意処分がなされました。しかし、それ

が終わると、再び、判決文を最高裁のウェブサイ|､に載せられたことに傷ついた

という主張に戻っている。この事実は、私のブログのコメント欄に遺族の方が自

ら投稿しています。そして毎日新聞の報道によれば、更に考えを変えて、私のお

ちやらけたツイッターで紹介されたことで傷ついたと、4回も「傷ついた理由」

を変えているんです。これって、どういうことなのでしょうか｡」などと発言した。

(5)令和元年11月12日頃、フェイスブックに「裁判所が判決書をネットにアシ
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プする選別基準」で始まる文書を投稿し、そこでは、「その遺族の方々は、東京高

裁を非難するのではなく、そのアップのリンクを貼った俺を非難するようにと、

東京高裁事務局及び毎日新間に洗脳されてしまい、いまだに、それを続けられて

います。東京高裁を非難することは一切せず、「リンクを貼って拡散したこと」を

理由として、裁判官訴追委員会に俺の訴追の申立てをされたりしているというわ

けです｡」などと記載されていた。

(6)令和元年11月15日頃､フェイスブックに､｢遺族のみなさまへ ある方から、

遺族のみなさまが、私のフェイスブックを毎日読んでくださっており、「最高裁に

告ぐ」もお読みいただいたという話をお聞きしました。ありがとうございます。

ところで、みなさまは、私が最高裁のウェブサイトの判決書のリンクを貼って拡

散したことを非難するツイートを今年度に入ってからも繰り返しされており、今

年の8月には、私の罷免を求める署名活動を始められています。内規に違反する

判決書の公開をしたのは東京高裁であるにもかかわらず、東京高裁のことは一切

批判されずに、そのリンクを貼った私を署名運動までして批判される理由がどう

してもわからず、みなさまが、第三者から変なことを吹き込まれているのではな

いかと思い、「洗脳されている」というような表現をしてしまいましたが、この表

現は、自分で思い返しても使うべき表現ではなく、撤回して、関係者の方々を含

め、深くお詫び申し上げます。毎日ご愛読いただいているにもかかわらず、本当

に申し訳ありませんでした。しかし、上記の私の疑問は残ったままであり、何か

のはずみで、また同じ過ちを犯しかねません。ぜひ、一度、その理由をお聞かせ

いただければ幸いです。FBのメッセその他の方法によりご連絡をいただけない

でしょうか。その中で、こちらからも、改めて謝罪の言葉を述べさせていただけ

ればと思っています｡なお 元記事は､私のなりすましである’ 陰んに
転載されてしまうと、その後、私自身で管理できなくなるため、転載される前に

削除させていただきましたので、その点もご了承いただければと思います。よる
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しくお願いいたします｡」と記載した文書を投稿して掲載した。

(7)令和元年11月18日頃、ブログに、「『洗脳発言」報道について」との見出し

の下に、「内規に違反して性犯罪に関する本件判決書をアップ°してしまったのは

東京高裁です。遺族も、当初は、本件判決書がネット上にあることを批判してい

たのです。ところが、遺族は、東京高裁との交渉を経た結果、東京高裁が本件判

決書をアップしたことは何も悪くない、悪いのは私一人であるという考えに完全

に変わり、現在では、裁判官訴追委員会に私の罷免を求めるのみならず、その賛

同を求めるために今年の8月にはネット上での署名活動まで始められています。

私が東京高裁を通じてした謝罪の申入れを拒否しておきながら、今年3月のNH

Kの取材に対しては、私が早く謝罪をしなかったのが問題であると答えられてい

ます。早く謝罪しようにも、本件判決書は被害者の名前等は隠されて何の事件な

のかわからないようにされていますし、わかったとしてもその遺族の方の連絡先

などわかるはずがありません。このような経過があったことから、私は、遺族の

方々の考え方は東京高裁によって大きく変えられたのではないかと疑い、これを

「東京高裁による洗脳｣と表現したものです｡｣､｢ところで､1 1教授の推測
によると、東京高裁は、その頃、私のツイートによる情報発信自体を止めさせよ

うとしており、そのためのチャンスをうかがっていました。そういう中で、まさ

に遺族の方々による上記抗議が行われました。東京高裁は、この抗議を最大限利

用しようとした可能性もあります。書面による厳重注意処分すればツイートによ

る情報発信自体をやめるであろうと考えたというわけです｡もしそうだとすると、

東京高裁が遺族感情を利用したということになります。現在は、遺族と私が、訴

追申立人と訴追被申立人の関係となっているのですが、私が戦うべき相手は､ 矢

面に立っている遺族の方々ではなく、その後ろに隠れている東京高裁や、その思

いどおりの報道をしてしまうマスコミなのかもしれません｡」、「戦うのであれば、

遺族の方々と戦うのではなく、私が本来の敵を相手にすべきなのです。「洗脳」と

10



いう言葉をあそこで使ってしまったのは、私に対する攻鑿の手を緩めない遺族の

方々にも早く目を覚ましてもらいたいという思いも込められていたのかもしれま

せん｡」などと記載した文章を投稿して掲載した。

11



(別紙）

関 係 法 令 等 の 定 め

○ 国家公務員退職手当法第12条

1 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職

手当管理機関は、当該退職をした者（当該退職をした者が死亡したときは、当

該退職に係る一般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者)に対し、

当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者が行った

非違の内容及び程度、当該非違が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響その他

の政令で定める事情を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給

しないこととする処分を行うことができる。

一 懲戒免職等処分を受けて退職をした者

二 （略）

2 退職手当管理機関は、前項の規定による処分を行うときは、その理由を付記

した書面により、その旨を当該処分を受けるべき者に通知しなければならない。

3 （略）

○ 国家公務員退職手当法施行令第17条

法第12条第1項に規定する政令で定める事情は、当該退職をした者が占めて

いた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行

った非違の内容及び程度、当該非違に至った経緯、当該非違後における当該退職

をした者の言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公

務に対する国民の信頼に及ぼす影響とする。

○ 国家公務員退職手当法の運用方針（昭和60年4月30日総人第261号）

第12条関係
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一 非違の発生を抑止するという制度目的に留意し、一般の退職手当等の全部

を支給しないこととすることを原則とするものとする。

二 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることを検

討する場合は、施行令第十七条に規定する「当該退職をした者が行った非違

の内容及び程度」について、次のいずれかに該当する場合に限定する。その

場合であっても、公務に対する国民の信頼に及ぼす影響に留意して、慎重な

検討を行うものとする。

イ 停職以下の処分にとどめる余地がある場合に、特に厳しい措置として懲

戒免職等処分とされた場合

ロ 懲戒免職等処分の理由となった非違が、正当な理由がない欠勤その他の

行為により職場規律を乱したことのみである場合であって、特に参酌すべ

き情状のある場合

ハ 懲戒免職等処分の理由となった非違が過失（重過失を除く。）による場合

であって、特に参酌すべき情状のある場合

二 過失（重過失を除く。）により禁銅以上の刑に処せられ、執行猶予を付さ

れた場合であって、特に参酌すべき情状のある場合

三 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該退職をした者が指定職以上の職員

であるとき又は当該退職をした者が占めていた職の職務に関連した非違であ

るときには処分を加重することを検討すること等により、施行令第十七条に

規定する「当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任」を勘案するこ

ととする。

四 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、過去にも類似の非違を行ったことを理

由として懲戒処分を受けたことがある場合には処分を加重することを検討す

ること等により、施行令第十七条に規定する「当該退職をした者の勤務の状
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況」を勘案することとする。

五 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該非違が行われることとなった背景

や動機について特に参酌すべき情状がある場合にはそれらに応じて処分を減

軽又は加重することを検討すること等により、施行令第十七条に規定する「当

該非違に至った経緯」を勘案することとする。

六 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該非違による被害や悪影響を最小限

にするための行動をとった場合には処分を減軽することを検討し、当該非違

を隠蔽する行動をとった場合には処分を加重することを検討すること等によ

り、施行令第十七条に規定する「当該非違後における当該退職をした者の言

動」を勘案することとする。

七 一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることとす

ることを検討する場合には、例えば、当該非違による被害や悪影響が結果と

して重大であった場合には処分を加重することを検討すること等により、施

行令第十七条に規定する「当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度」を勘

案することとする。

八 本条第一項第二号に規定する「これに準ずる退職」とは、例えば次に掲げ

る規定による退職をいう。

イ 国会職員法第十条

ロ 公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第九十条

ハ 自衛隊法第三-|･八条第二項
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1機密性2】

事務総局会議（第25回）議事録

日時 令和7年10月21日（火）午前10時00分 ～ 午前10時30分

総局会議室場所等

氏本事務総長、清藤総務局長、板津人事局長、染谷経理局長、福田民

事局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広

報課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

1 令和7年度外国出張計画について

福島秘書課長説明（資料第1）

2 民事事件等に関する手続における電子情報処理組織の使用に関す

る細則について

福田民事局長兼行政局長説明（資料第2）

3 共有に関する非訟事件及び土地等の管理に関する非訟事件に関す

る手続規則及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律による

権利の変換又は分配金の取得等と強制執行等との調整に関する規則

の一部を改正する規則について

福田民事局長説明（資料第3）

4 会社非訟事件等手続規則の一部を改正する規則について

福田民事局長説明（資料第4）

議事

、

◎ 裁判官会議付議 2，3，4

◎ 了承 1
結果

秘 書 課 長 福 島 直 之



事務総局会議資料第1

（10月21日開催）
【機密性2】

【配布資料】

令和7年度外国出張計画

合計2人

最高裁判事1人

最高裁判事

ドイツ

（1）の随行

1

(1)

(2) 裁判官1人

合計9人

一般職9人

一般職外国司法事情研究（約2週間）

米国又はオーストラリア
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事務総局会議資料第2

（10月21日開催）

機密性2 資料1

民事事件等に関する手続における電子情報処理組織の使用に

関する細則に関する議決事項案

次に掲げる規定に基づく最高裁判所の細則は、別紙のとおりとする。

1 民事訴訟規則（平成8年最高裁判所規則第5号）第14条第2項及び第3項、

第15条第2項、第24条第3項及び第4項、第3 3条の5第1項第2号、第3

4条第8項、第45条の2、第49条第2項、第51条第3項及び第4項、第5

2条の6第4項、第52条の7第7項、第52条の9第1項、第52条の20第

7項、第52条の22第2項、第55条第3項、第63条の2、第82条第3項、

第105条の3、第124条第4項、第131条第2項第2号、第132条第3

項、第135条の2、第137条第3項、第143条第3項、第149条の2第

1項及び第3項、第149条の3、第21 1条第2項並びに第220条第2項

（これらの規定を同規則及び他の法令において準用する場合を含む。）

2 民事訴訟費用等に関する規則（昭和46年最高裁判所規則第5号）第4条の2

第3項及び第4項、第9条第2項、附則第14条第1項及び第2項、附則第17

条第1項及び第2項並びに附則第20条第1項

3 民事執行規則（昭和54年最高裁判所規則第5号）附則第10条第1項

4 人身保護規則（昭和23年最高裁判所規則第22号）第27条第3項

5 消費者の財産的被害等の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する

規則（平成27年最高裁判所規則第5号）第2条第4項及び第5項並びに第37

条第2項

6 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像

に係る電磁的記録の消去等に関する法律による消去等の手続等に関する規則（令

和6年最高裁判所規則第10号）第8条第9項

1



(令和7 民事事件等に関する手続において用いる識別符号の付与等に関する規則

6年最高裁判所規則第15号）第1条第1項第3号

人事官弾劾裁判手続規則（昭和25年最高裁判所規則第5号）第4条第2項8

2
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の
三
、
第
百
二
十
四
条
第
四
項
、
第
百
三
十
一
条
第
二
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、

第
百
三
十

三



３
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
裁
判
所
書
記
官
か
ら
通
知
さ
れ
た
提
出
等
用

２
前
項
各
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
り
電
磁
的
記
録
を
裁
判
所
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録

識
別
符
号
（
当
該
者
に
対
し
、
裁
判
所
書
記
官
か
ら
当
該
行
為
を
す
る
た
め
に
そ
の
都
度
付
与
さ
れ
る
符
号
を
い
う
。
）

を

次
項
に
お
い
て
同
じ
ｐ
）
を
当
該
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
か
ら
入
力
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

号
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
暗
証
符
号
（
同
規
則
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
設
定
さ
れ
た
暗
証
符
号
を
い
う
。

項
第
四
号
の
命
令
を
受
け
た
者
を
除
く
。
）
は
、
当
該
者
に
係
る
当
事
者
等
識
別
符
号
（
民
事
事
件
等
に
関
す
る
手
続
に
お

六
人
事
官
弾
劾
裁
判
手
続
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
最
高
裁
判
所
規
則
第
五
号
）
第
四
条
第
二
項

五
性
的
な
姿
態
を
撮
影
す
る
行
為
等
の
処
罰
及
び
押
収
物
に
記
録
さ
れ
た
性
的
な
姿
態
の
影
像
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
消

当
該
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
か
ら
入
力
す
る
こ
と
を
も
っ
て
、
当
事
者
等
識
別
符
号
及
び
暗
証
符
号
の
入
力
に
代
え

し
、
又
は
提
出
若
し
く
は
送
付
し
よ
う
と
す
る
者
（
民
事
訴
訟
法
（
平
成
八
年
法
律
第
百
九
号
）
第
百
三
十
二
条
の
四
第
一

る
こ
と
が
で
き
る
。

い
て
用
い
る
識
別
符
号
の
付
与
等
に
関
す
る
規
則
第
一
条
第
三
項
又
は
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
付
与
さ
れ
た
識
別
符

去
等
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
消
去
等
の
手
続
等
に
関
す
る
規
則
（
令
和
六
年
最
高
裁
判
所
規
則
第
十
号
）
第
八
条
第
九
項

四



第
四
条

民
事
訴
訟
規
則
第
六
十
三
条
の
二
、
第
百
四
十
九
条
の
二
第
三
項
又
は
第
百
四
十
九
条
の
三
の
規
定
に
よ
り
電
磁
的

３
前
条
第
三
項
の
規
定
は
、
民
事
訴
訟
規
則
第
百
四
十
九
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
民
事
訴
訟
法
第
二
百
三
十
一
条
の
三
第
二

２
前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
に
規
定
す
る
者
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

記
録
を
提
出
し
、
又
は
送
付
し
よ
う
と
す
る
者
が
入
力
す
る
当
該
電
磁
的
記
録
の
フ
ァ
イ
ル
形
式
は
、
Ｄ
Ｏ
Ｃ
Ｘ
形
式
、
Ｘ

三
民
事
訴
訟
規
則
第
百
四
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
民
事
訴
訟
法
第
二
百
二
十
六
条
の
嘱
託
に
係
る
文
書
の
画
像
情

項
（
同
法
第
百
三
十
二
条
の
六
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
の
送
付
を
し
よ
う

二
民
事
訴
訟
規
則
第
百
五
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
調
査
結
果
に
係
る
情
報
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
の
裁
判
所
の
使
用
に

Ｌ
Ｓ
Ｘ
形
式
、
Ｐ
Ｐ
Ｔ
Ｘ
形
式
、
Ｊ
Ｐ
Ｅ
Ｇ
形
式
、
Ｐ
Ｎ
Ｇ
形
式
、
Ｐ
Ｄ
Ｆ
形
式
、
Ｍ
Ｐ
４
形
式
又
は
Ｍ
Ｐ
３
形
式
と
す
る
。

一

民
事
訴
訟
規
則
第
五
十
二
条
の
七
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
調
査
結
果
に
係
る
情
報
又
は
意
見
の
内
容
に
係
る
情
報
の
入

（
民
事
訴
訟
規
則
第
六
十
三
条
の
二
等
の
場
合
に
お
け
る
電
磁
的
記
録
の
入
力
方
法
）

係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録

力

報
の
送
付

五



第
五
条

民
事
訴
訟
規
則
第
百
四
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
裁
判
所
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ

２
民
事
訴
訟
規
則
第
百
四
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
る
記
録
媒
体
に
記
録
す
る
電
磁
的
記
録
の
複
製
の
う

３
第
三
条
第
二
項
の
規
定
は
、
民
事
訴
訟
規
則
第
百
四
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
電
磁
的
記
録
の
複
製
を
裁
判
所

な
フ
ァ
イ
ル
の
サ
イ
ズ
に
よ
り
複
製
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
の
複
製
の
フ
ァ
イ
ル
形
式
及
び
フ

項
に
規
定
す
る
フ
ァ
イ
ル
形
式
及
び
裁
判
所
の
使
用
す
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
こ
と
が
可
能

機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
こ
と
が
可
能
な
フ
ァ
イ
ル
の
サ
イ
ズ
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
電
磁
的
記
録
を
前

形
式
又
は
Ｍ
Ｐ
３
形
式
と
す
る
。

と
す
る
者
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

の
方
法
等
）

ア
イ
ル
の
サ
イ
ズ
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
の
フ
ァ
イ
ル
形
式
及
び
フ
ァ
イ
ル
の
サ
イ
ズ
と
す
る
。

ア
イ
ル
に
記
録
す
る
電
磁
的
記
録
の
複
製
の
フ
ァ
イ
ル
形
式
は
、
Ｐ
Ｄ
Ｆ
形
式
、
Ｊ
Ｐ
Ｅ
Ｇ
形
式
、
Ｐ
Ｎ
Ｇ
形
式
、
Ｍ
Ｐ
４

ア
イ
ル
形
式
は
、
前
項
に
規
定
す
る
フ
ァ
イ
ル
形
式
と
し
、
そ
の
フ
ァ
イ
ル
の
サ
イ
ズ
は
、
裁
判
所
の
使
用
す
る
電
子
計
算

（
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
情
報
の
内
容
に
係
る
証
拠
調
べ
の
申
出
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
複
製
の
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録

一

ノ､



施
行
す
る
。

こ
の
細
則
は
、
民
事
訴
訟
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
六
年
最
高
裁
判
所
規
則
第
十
四
号
）
の
施
行
の
日
か
ら

の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

附

則

七



事務総局会議資料第3
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配付資料1

機密性2

◎
最
高
裁
判
所
規
則
第
●
号

す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

円
滑
化
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
権
利
の
変
換
又
は
分
配
金
の
取
得
等
と
強
制
執
行
等
と
の
調
整
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

第
一
条

共
有
に
関
す
る
非
訟
事
件
及
び
土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則
（
令
和
四
年
最
高
裁
判
所

令
和
●
年
●
月
●
日

共
有
に
関
す
る
非
訟
事
件
及
び
土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則
及
び
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の

規
則
第
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
共
有
に
関
す
る
非
訟
事
件
及
び
土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則
の
一
部
改
正
）

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
権
利
の
変
換
又
は
分
配
金
の
取
得
等
と
強
制
執
行
等
と
の
調
整
に
関
す
る
規
則
の

共
有
に
関
す
る
非
訟
事
件
及
び
土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則
及
び
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え

一
部
を
改
正
す
る
規
則

最

自一
｢戸］

裁

判

所



傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）

は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重

目
次

［
第
一
章
・
第
二
章

略
］

『
ｌ
ｌ

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

一
第
三
章

土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
（
第
九
一

条
’
第
十
六
条
）

’
第
四
章

区
分
所
有
建
物
の
管
理
等
に
関
す
る
非
訟
臺

件

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後

共
有
、
管
理
等
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則

改
正
後

目
次

［
第
一
章
・
第
二
章

同
上
］

『
ｌ

Ｉ
Ｉ

Ｉ
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
－

’
’

一
第
三
章

土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
（
第
九
一

条
’
第
十
六
条
）

Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
ｌ

Ｉ
Ｉ
』

改
正
前

二



一

第
一
節

所
在
等
不
明
区
分
所
有
者
等
の
除
外
に
閨

す
る
非
訟
事
件
（
第
十
七
条
’
第
十
九
条
一

）

一

第
二
節

専
有
部
分
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
性

（
第
二
十
条
’
第
二
十
六
条
）

Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
』

附
則（
申
立
て
等
の
方
式
）

第
一
条

民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第

二
編
第
三
章
第
三
節
（
同
法
第
二
百
六
十
二
条
の
規
定

を
除
く
。
）
か
ら
第
五
節
ま
で
の
規
定
、
表
題
部
所
有

者
不
明
土
地
の
登
記
及
び
管
理
の
適
正
化
に
関
す
る
法

律
（
令
和
元
年
法
律
第
十
五
号
）
の
規
定
遡
州
削
矧
圏
物

の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律

附
則（
申
立
て
等
の
方
式
）

第
一
条

民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）

第

二
編
第
三
章
第
三
節
（
同
法
第
二
百
六
十
二
条
の
規
定

を
除
く
。
）
か
ら
第
五
節
ま
で
の
規
定
風
制
引
表
題
部
所

有
者
不
明
土
地
の
登
記
及
び
管
理
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る
非

訟
事
件
の
手
続
に
関
す
る
申
立
て
、
届
出
及
び
裁
判
所

三



第
十
七
条

節
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
に
関
す
る
申
立
て

、
届
出
及
び
裁
判
所
に
対
す
る
報
告
は
、
特
別
の
定
め

が
あ
る
場
合
を
除
き
、
書
面
で
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

第
六
十
九
号
）
第
三
十
八
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
六

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
一
章
第
六
節
及
び
第
七

十
六
条
、
第
七
十
三
条
及
び
第
七
十
九
条
に
お
い
て
準

魚
中
立
聿
白
の

’第
四
章

1

1

1

第
一
節

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
三
十

記
載
事
項
） 訓

区
分
所
有
建
物
の
管
理
等
に
関
す
る
非

所
在
等
不
明
区
分
所
有
者
等
の
除
外

に
関
す
る
非
訟
事
件

に
対
す
る
報
告
は
、
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き

、
書
面
で
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
新
設
］

四



申
立
て
を
理
由
づ
け
る
事
実
を
記
載
す
る
ほ
か
、
次
に

す
る
申
立
書
に
は
、
申
立
て
の
趣
旨
及
び
原
因
並
び
に

）
の
規
定
に
よ
る
裁
判
に
係
る
非
訟
事
件
の
手
続
に
関

及
び
第
七
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

八
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
六
十
六
条
、
第
七
十
三
条

’
|

’

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、
申
立
人
又
は
代
理
人
が
記
名

二
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
裁
判
の
区
分
に
応

ら
な
い
。

る
場
合
届
あ
っ
て
は
、
記
名
押
印
）
を
し
な
け
れ
ば
な

の
開
始
、
続
行
、
停
止
又
は
完
結
を
さ
せ
る
も
の
で
あ

（
当
該
申
立
書
が
そ
の
提
出
に
よ
り
非
訟
事
件
の
手
続

代
理
人
の
氏
名
及
び
住
所

当
事
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
定

五



ﾊ’ ﾛ’ ｲ’

物
等
」
と
い
う
。
）

の
表
示

じ
、
当
該
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
物
件
（
次
条
及

び
第
十
九
条
第
二
号
に
お
い
て
「
申
立
て
に
係
る
建

条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
三
十
八
条
の
二
第

条
又
は
第
七
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第

係
る
建
物

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判

立
て
に
係
る
土
地
又
は
附
属
施
設

三
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判

｜
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
七
十
三

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
六
十
六

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
三
十
八

申
立
て
に
係
る
建
物

中
申
一
ユ
ー
に
准
卜

申’

－

ノ、



の
敷
地
又
は
附
属
施
設

２
前
項
の
申
立
書
に
は
、
同
項
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ

か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

一’

二
申
立
て
を
理
由
づ
け
る
具
体
的
な
事
実
ご
と
の
証

四’

三
事
件
の
表
示

珂
飼
引
副

六’

七
申
立
人
又
は
代
理
人
の
郵
便
番
号
及
び
電
話
番
号

姻

）
の
氏
名
及
び
住
所

（
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
の
番
号
を
含
む
。
）

代
理
人
（
前
項
第
一
号
の
法
定
代
理
人
を
除
く
。

附
属
書
類
の
表
示

裁
判
所
の
表
示

七



第
十
八
条

三’ 二’ 一’

合
に
は
、
前
条
第
一
項
の
申
立
書
に
は
、
次
の
各
号
に

八’

掲
げ
る
裁
判
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
登

記
事
項
証
明
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
申
立
書
の
添
付
書
類
）

不
明
区
分
所
有
者
が
有
す
る
専
有
部
分
の
登
記
事
項

訓
刑
到
司

不
明
敷
地
共
有
者
等
が
有
し
て
い
た
専
有
部
分
の
登

に
定
め
る
土
地
又
は
附
属
施
設
の
登
記
事
項
証
明
書

前
条
第
一
項
第
二
号
ハ
に
掲
げ
る
裁
判

前
条
第
一
項
第
二
号
口
に
掲
げ
る
裁
判

前
条
第
一
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
裁
判

そ
の
他
裁
判
所
が
定
め
る
事
項

申
立
て
に
係
る
建
物
等
が
不
動
産
で
あ
る
場ヨ 馴 ，

八



’
第
十
九
条

三’二’

掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
掲
げ
な
け

六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
に
は
、
同
項
各
号
に

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
公
告
す
べ
き
事
項
）

記
事
項
証
明
書

男

第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
八
十
六
条

申
立
て
に
係
る
建
物
等
の
表
示

申
立
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

’

第
二
節

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
八
十

詞

専
有
部
分
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟

九



詞
。
Ｈ
調

二’
一

当
事
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
定

｡’

申
立
書
が
そ
の
提
出
に
よ
り
非
訟
事
件
の
手
続
の
開
始

事
項
を
記
載
し
、
申
立
人
又
は
代
理
人
が
記
名
（
当
該

立
書
に
は
、
申
立
て
の
趣
旨
及
び
原
因
並
び
に
申
立
て

第
六
節
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
に
関
す
る
申

に
あ
っ
て
は
、
記
名
押
印
）
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

を
理
由
づ
け
る
事
実
を
記
載
す
る
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る

（
申
立
書
の
記
載
事
項
）

代
理
人
の
氏
名
及
び
住
所

続
行
、
停
止
又
は
完
結
を
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
場
合

所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
一
章

○



２
前
項
の
申
立
書
に
は
、
同
項
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ

一

代
理
人
（
前
項
第
一
号
の
法
定
代
理
人
を
除
く
。

二
前
項
第
二
号
に
規
定
す
る
専
有
部
分
の
区
分
所
有

三
申
立
て
を
理
由
づ
け
る
具
体
的
な
事
実
ご
と
の
証

四
事
件
の
表
示

か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

べ
き
専
有
部
分
若
し
く
は
共
有
持
分
又
は
所
有
者
不

明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
専
有
部
分

若
し
く
は
共
有
持
分
の
表
示

）
の
氏
名
及
び
住
所

拠

者
又
は
共
有
持
分
を
有
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及

び
住
所
並
び
に
法
定
代
理
人
の
氏
名
及
び
住
所



３
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
一
項
の
手
続
に
関

九’ 八’

、
以
後
裁
判
所
に
提
出
す
る
当
該
手
続
を
基
本
と
す
る

事
項
を
記
載
し
た
申
立
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
と
き
は

七
裁
判
所
の
表
示

丑
‐
附
属
書
類
の
表
示

利
詞
削
引
則

を
要
し
な
い
。

手
続
の
申
立
書
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
記
載
す
る
こ
と

し
、
申
立
人
又
は
代
理
人
か
ら
前
項
第
八
号
に
掲
げ
る

（
申
立
書
の
添
付
書
類
）

（
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
の
番
号
を
含
む
。
）

申
立
人
又
は
代
理
人
の
郵
便
番
号
及
び
電
話
番
号

そ
の
他
裁
判
所
が
定
め
る
事
項

二



第
二
十
一
条

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
前
条
第
一
項
の
手
続

明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る
べ
き
専
有
部
分

物
で
あ
る
専
有
部
分
。
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

又
は

有
部
分
（
共
有
持
分
を
対
象
と
し
て
所
有
者
不
明
専
有

理
命
令
が
申
し
立
て
ら
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
共
有

有
物
で
あ
る
専
有
部
分
）
の
登
記
事
項
証
明
書
を
添
付

部
分
管
理
命
令
が
発
せ
ら
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
共

所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
専

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

と
き
は
、
以
後
裁
判
所
に
提
出
す
る
当
該
手
続
を
基
本

に
関
し
、
前
項
に
規
定
す
る
書
面
が
提
出
さ
れ
て
い
る

（
共
有
持
分
を
対
象
と
し
て
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管

前
条
第
一
項
の
申
立
書
に
は
、
所
有
者
不

一一一一



第
二
十
二
条

一’

を
要
し
な
い
。

と
す
る
手
続
の
申
立
書
に
は
、
こ
れ
を
添
付
す
る
こ
と

二’

人
は
、
裁
判
所
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
提
出
す

る
も
の
と
す
る
。

（
手
続
の
進
行
に
資
す
る
書
類
の
提
出
）

路
及
び
方
法
を
記
載
し
た
図
面

は
評
価
を
記
載
し
た
文
書
を
保
有
す
る
と
き
は
、
そ

刎
剖
封
ヨ

象
と
な
る
べ
き
専
有
部
分
の
詞
況
の
調
査
の
結
果
又

べ
き
専
有
部
分
の
所
在
地
に
至
る
ま
で
の
通
常
の
経

所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る

申
立
人
が
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対

所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
申
立

四



’
十
七
条
第
六
項
及
び
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
登
記
の
嘱

第
二
十
三
条

第
二
十
四
条

二’ -’三’

十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
に
は
、
同
項
各
号

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

に
掲
げ
る
事
項
の
掴
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
掲
げ
な

（
公
告
す
べ
き
事
項
）

（
裁
判
に
よ
る
登
記
の
嘱
託
）

共
有
持
分
を
有
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

べ
き
専
有
部
分
又
は
共
有
持
分
の
表
示

申
立
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

前
号
に
規
定
す
る
専
有
部
分
の
区
分
所
有
者
又
は

所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
八

建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
八

〒‐

丁1－



２
裁
判
所
書
記
官
は
、
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
人

第
二
十
五
条

令
の
対
象
と
さ
れ
た
専
有
部
分
又
は
共
有
持
分
に
つ
い

裁
判
所
に
提
出
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
所
有
者
不

に
提
出
す
る
印
鑑
の
証
明
を
請
求
し
た
と
き
は
、
当
該

分
管
理
人
に
対
し
、
そ
の
選
任
を
証
す
る
書
面
を
交
付

明
専
有
部
分
管
理
人
が
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命

が
あ
ら
か
じ
め
そ
の
職
務
の
た
め
に
使
用
す
る
印
鑑
を

れ
ば
な
ら
な
い
。

て
の
権
利
に
関
す
る
登
記
を
申
請
す
る
た
め
に
登
記
所

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

託
は
、
嘱
託
書
に
裁
判
書
の
謄
本
を
添
付
し
て
し
な
け

（
資
格
証
明
書
の
交
付
等
）

裁
判
所
書
記
官
は
、
所
有
者
不
明
専
有
部

’
一
ハ



第
二
十
六
条

所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
人
に
係
る
前
項
の
書
面
に

鑑
と
相
違
な
い
こ
と
を
証
明
す
る
旨
を
も
記
載
し
て
、

条
の
規
定
は
、
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第

象
と
な
る
べ
き
専
有
部
分
若
し
く
は
共
有
持
分
又
は
所

項
第
二
号
中
「
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対

こ
れ
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
専
有

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
十
条
第
一

の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
へ
の
準
用
）

一
章
第
七
節
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
に
つ
い

（
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
一
章
第
七
節

当
該
請
求
に
係
る
印
鑑
が
裁
判
所
に
提
出
さ
れ
た
印

第
二
十
条
か
ら
第
二
十
二
条
ま
で
及
び
前

七



命
令
の
対
象
と
な
る
べ
き
専
有
部
分
（
共
有
持
分
を
対

第
二
項
第
二
号
中
「
共
有
持
分
を
有
す
る
者
」
と
あ
る

象
と
し
て
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
が
申
し
立

第
二
十
一
条
第
一
項
中
「
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理

分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
共
用
部
分
」
と
、

同
条

象
と
な
る
べ
き
共
用
部
分
若
し
く
は
管
理
不
全
共
用
部

専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る
、
へ
き
専
有
部
分
若

部
分
若
し
く
は
共
有
持
分
」
と
あ
る
の
は
「
管
理
不
全

分
。
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
所
有
者
不
明
専
有

た
専
有
部
分
又
は
管
理
不
全
共
用
部
分
管
理
命
令
の
対

し
く
は
管
理
不
全
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ

て
ら
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
共
有
物
で
あ
る
専
有
部

の
は
「
同
号
に
規
定
す
る
共
用
部
分
の
所
有
者
」
と

八



部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
専
有
部
分
（
共
有
持

分
を
対
象
と
し
て
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
が

専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
専
有
部
分
の
登

令
の
対
象
と
な
る
べ
き
専
有
部
分
若
し
く
は
管
理
不
全

部
分
）
」
と
あ
る
の
は
「
管
理
不
全
専
有
部
分
管
理
命

発
せ
ら
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
共
有
物
で
あ
る
専
有

管
理
不
全
専
有
部
分
管
理
命
令
又
は
管
理
不
全
共
用
部

部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
共
用
部
分
の
所
有
者

対
象
と
な
る
べ
き
共
用
部
分
若
し
く
は
管
理
不
全
共
用

記
事
項
証
明
書
又
は
管
理
不
全
共
用
部
分
管
理
命
令
の

が
有
す
る
専
有
部
分
」
と
、
第
二
十
二
条
中
「
所
有
者

分
管
理
命
令
の
申
立
人
」
と
、
同
条
第
一
号
及
び
第
二

不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
申
立
人
」
と
あ
る
の
は

「

九



備
考

表
中
の

［
］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記

専
有
部
分
又
は
共
有
持
分
」
と
あ
る
の
は
「
管
理
不
全

管
理
不
全
共
用
部
分
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
共
用
部
分

専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た
専
有
部
分
又
は

号
中
「
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な

」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

分
」
と
、
第
二
十
五
条
中
「
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管

分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る
べ
き
専
有
部
分
又
は
管
理

は
管
理
不
全
共
用
部
分
管
理
人
」
と
、
同
条
第
二
項
中

理
人
」
と
あ
る
の
は
「
管
理
不
全
専
有
部
分
管
理
人
又

不
全
共
用
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
な
る
べ
き
共
用
部

る
べ
き
専
有
部
分
」
と
あ
る
の
は
「
管
理
不
全
専
有
部

「
所
有
者
不
明
専
有
部
分
管
理
命
令
の
対
象
と
さ
れ
た

二

○



第
二
条

マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
権
利
の
変
換
又
は
分
配
金
の
取
得
等
と
強
制
執
行
等
と

整
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

の
調
整
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
四
年
最
高
裁
判
所
規
則
第
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）

は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条

（
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
権
利
の
変
換
又
は
分
配
金
の
取
得
等
と
強
制
執
行
等
と
の
調

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

不
這
坐
め
プ
ｏ
ｏ

マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
に
よ
る
権
利
の
変
換
等
と
強
制
執
行
等
と
の
調
整
に
関
す
る
規
則

改
正
後

改
正
前

二



第
一
条

閏
‐
（
平
成
十
四
年
法
律
第
七
十
八
号
。
以
下
「
法
」
と

い
う
。
）
第
五
十
五
条
第
一
項
の
権
利
変
換
手
続
開
始

（
権
利
変
換
手
続
が
強
制
競
売
等
の
手
続
に
先
行
す
る

場
合
に
お
け
る
施
行
者
へ
の
通
知
等
）

第
一
項
に
お
い
て
「
区
分
所
有
権
等
」
と
い
う
。
）

に

つ
き
強
制
競
売
又
は
担
保
権
の
実
行
と
し
て
の
競
売

（

そ
の
例
に
よ
る
競
売
を
含
む
。
第
五
条
及
び
第
六
条
に

お
い
て
「
競
売
」
と
い
う
。
）

（
以
下
「
強
制
競
売
等

」
と
い
う
。
）
の
開
始
決
定
に
基
づ
く
登
記
が
さ
れ
た

場
合
に
お
い
て
は
、
裁
判
所
書
記
官
は
、
速
や
か
に
、

ｌ

強
制
競
売
等
の
開
始
決
定
が
さ
れ
た
旨
を
当
該
マ
ン
シ

の
登
記
が
さ
れ
た

マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法

同
項
各
号
に
掲
げ
る
権
利

（
第
三
条

第
一
条

潤
倒
同
（
平
成
十
四
年
法
律
第
七
十
八
号
。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
五
十
五
条
第
一
項
の
権
利
変
換
手
続
開

（
権
利
変
換
手
続
が
強
制
競
売
等
の
手
続
に
先
行
す
る

場
合
に
お
け
る
施
行
者
へ
の
通
知
等
）

始
の
登
記
が
さ
れ
た

若
し
く
は
敷
地
利
用
権
又
は
隣
損
施
行
敷
地
に
つ
い
て

「
区
分
所
有
権
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
き
強
制
競
売
又

は
担
保
権
の
実
行
と
し
て
の
競
売
（
そ
の
例
に
よ
る
競

売
を
含
む
。
痢
封
剴
詞
に
お
い
て
「
競
売
」
と
い
う
。
）

（
以
下
「
強
制
競
売
等
」
と
い
う
。
）

の
開
始
決
定
に

基
づ
く
登
記
が
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
裁
判
所
書

ｑ
『
町
有
権
そ
の
他
の
権
利

マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る

施
行
マ
ン
シ
ョ
ン
の
区
分
所
有
権

（
第
三
条
第
一
項
に
お
い
て

一一一一



［
２

略
］

（
分
配
金
の
取
得
等
へ
の
準
用
）

第
五
条

前
各
条
の
規
定
は
、
売
却
等
マ
ン
シ
ョ
ン
の
区

ョ
ン
再
生
事
業
の
施
行
者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
民
事
執
行
法
（
昭
和
五
十
四
年
法
律
第

四
号
）
第
四
十
七
条
第
一
項
（
同
項
を
準
用
し
、
又
は

そ
の
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
開
始

決
定
に
基
づ
い
て
登
記
が
さ
れ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り

有
持
分
等
に
つ
い
て
法
第
百
四
十
条
第
一
項
の
分
配
金

取
得
手
続
開
始
の
登
記
が
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
分
配

分
所
有
権
及
び

で
な
い
。

敷
地
利
用
権
又
は
売
却
敷
地
の
敷
地
共

［
２

同
上
］

（
分
配
金
の
取
得
等
へ
の
準
用
）

第
五
条

前
各
条
の
規
定
は
、
売
却
マ
ン
シ
ョ
ン
の
区
分

所
有
権
及
び
敷
地
利
用
権
に
つ
い
て
法
第
百
四
十
条
第

一
項
の
分
配
金
取
得
手
続
開
始
の
登
記
が
さ
れ
た
場
合

に
お
け
る
分
配
金
の
取
得
等
と
強
制
執
行
、
仮
差
押
え

知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
民
事
執
行
法

（

昭
和
五
十
四
年
法
律
第
四
号
）
第
四
十
七
条
第
一
項

（

同
項
を
準
用
し
、
又
は
そ
の
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。

）
の
規
定
に
よ
る
開
始
決
定
に
基
づ
い
て
登
記
が
さ
れ

た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

れ
た
旨
を
当
該

記
官
は
、
速
や
か
に
へ
強
制
競
売
等
の
開
始
決
定
が
さ

マ
ン
シ

ョ
ン
建
替
事
業
の
施
行
者
に
通

一一一一一



の
施
行
者
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
等
売
却

細
剖
旦
と
、
同
条
第
二
項
及
び
第
二
条
第
二
項
中
「
権

利
変
換
手
続
」
と
あ
る
の
は
「
分
配
金
取
得
手
続
」
と

金
の
取
得
等
と
強
制
執
行
、
仮
差
押
え
の
執
行
又
は
競

売
と
の
調
整
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
第
一
条
第
一
項
中
「
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業

七
十
八
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
百
五
十
二
条

及
び
第
百
五
十
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
七
十
八

条
第
一
項
」
と
、
「
補
償
金
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
百

五
十
一
条
に
規
定
す
る
分
配
金
又
は
法
第
百
五
十
三
条

に
規
定
す
る
補
償
金
」
と
、
前
条
中
「
法
第
七
十
八
条

、
同
条
及
び
第
三
条
中
「
施
行
者
」
と
あ
る
の
は
「
マ

ン
シ
ヨ
ン
等
売
却
組
合
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
法
第

条
第
二
項
中
「
権
利
変
換
手
続
」
と
あ
る
の
は
「
分
配

金
取
得
手
続
」
と
、
同
条
及
び
第
三
条
中
「
施
行
者
」

条
第
二
項
中
「
法
第
七
十
八
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は

「
法
第
百
五
十
二
条
及
び
第
百
五
十
四
条
に
お
い
て
準

用
す
る
法
第
七
十
八
条
第
一
項
」
と
、
「
補
償
金
」
と

あ
る
の
は
「
法
第
百
五
十
一
条
に
規
定
す
る
分
配
金
又

は
法
第
百
五
十
三
条
に
規
定
す
る
補
償
金
」
と
、
前
条

中
「
法
第
七
十
八
条
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
五
項
の

と
あ
る
の
は

「

の
執
行
又
は
競
売
と
の
調
整
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ

、ン
ヨ

の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
条
第
一
項
中
「
当
該
引
釧
刻
刻

ョ
ン
建
替
事
業
の
施
行
者
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
マ
ン

ン
敷
地
売
却
組
合
」

マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売

と
、
同
条
第
二
項
及
び
第
二

却
組
合
」

二

四

言
、

同
１
〆
」



第
六
条

第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
補
償
金

」
と
あ
る
の
は
「
法
第
百
五
十
二
条
及
び
第
百
五
十
四

条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
七
十
八
条
第
一
項
、
第
四

項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
法
第
百
五
十
一
条
に
規

定
す
る
分
配
金
又
は
法
第
百
五
十
三
条
に
規
定
す
る
補

償
金
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
補
償
金
の
支
払
等
と
強
制
執
行

用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
条
第
一
項
中

「

の
三
十
三
第
一
項
の
補
償
金
支
払
手
続
開
始
の
登
記
が

ン
シ
ョ
ン
の
区
分
所
有
権
に
つ
い
て
法
第
百
六
十
三
条

（
補
償
金
の
支
払
等
へ
の
準
用
）

仮
差
押
え
の
執
行
又
は
競
売
と
の
調
整
に
つ
い
て
準

第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で
の
規
定
は
、
除
却
マ

［
新
設
］

規
定
に
よ
る
補
償
金
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
百
五
十
二

条
及
び
第
百
五
十
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
七
十

八
条
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
法

第
百
五
十
一
条
に
規
定
す
る
分
配
金
又
は
法
第
百
五
十

三
条
に
規
定
す
る
補
償
金
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す

る
、

二

五



－

「
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
組
合
」
と
、
同
条
第
二
項
及

法
第
七
十
八
条
第
一
項
」
と
、
「
補
償
金
」
と
あ
る
の

法
第
百
六
十
三
条
の
四
十
五
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第

」
と
、
第
四
条
中
「
法
第
七
十
八
条
第
一
項
、
第
四
項

行
者
」
と
あ
る
の
は

「
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
組
合
」
と
、

び
第
二
条
第
二
項
中
「
権
利
変
換
手
続
」
と
あ
る
の
は

当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業
の
施
行
者
」
と
あ
る
の
は

は
「
法
第
百
六
十
三
条
の
四
十
五
に
お
い
て
準
用
す
る

同
条
第
二
項
中
「
法
第
七
十
八
条
第
一
項
」
と
あ
る
の

七
十
八
条
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
よ

は
「
法
第
百
六
十
三
条
の
四
十
四
に
規
定
す
る
補
償
金

又
は
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
補
償
金
」
と
あ
る
の
は

「

「
補
償
金
支
払
手
続
」
と
、
同
条
及
び
第
三
条
中
「
施

一一一ハ



第
二
条

施
行
日
が
民
事
訴
訟
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
四
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
以
下
こ
の
条

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
（
次
条
及
び
附
則
第
四
条
に
お
い
て
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）

か
ら
施
行
す
る
。

法
施
行
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
共
有
、
管
理
等
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手

ー

続
規
則
第
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
記
名
（
当
該
申
立
書

及
び
附
則
第
四
条
に
お
い
て
「
民
訴
法
等
一
部
改
正
法
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
で
あ
る
場
合
に
は
、
民
訴
法
等
一
部
改
正

備
考

表
中
の

［
］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記

（
共
有
に
関
す
る
非
訟
事
件
及
び
土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
調
整
規
定

（
施
行
期
日
）

る
法
第
百
六
十
三
条
の
四
十
四
に
規
定
す
る
補
償
金
」

と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

附

で
あ
る
。則

二

七



第
三
条

民
事
訴
訟
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
六
年
最
高
裁
判
所
規
則
第
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

第
四
条

民
訴
法
等
一
部
改
正
法
施
行
日
が
施
行
日
前
で
あ
る
場
合
に
は
、
前
条
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

す
る
手
続
規
則
」
を
「
共
有
、
管
理
等
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関
す
る
手
続
規
則
」
に
改
め
る
。

押
印
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
記
名
押
印
」
と
す
る
。

が
そ
の
提
出
に
よ
り
非
訟
事
件
の
手
続
の
開
始
、
続
行
、
停
止
又
は
完
結
を
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
記
名

正
す
る
。

（
民
事
訴
訟
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
調
整
規
定
）

（
民
事
訴
訟
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

附
則
第
六
十
二
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
共
有
に
関
す
る
非
訟
事
件
及
び
土
地
等
の
管
理
に
関
す
る
非
訟
事
件
に
関

最
高

裁

判

所
長

官
今

崎
幸

彦二

八



配付資料2

機密性2

正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
い
、
所
在
等
不
明
区
分
所
有
者
等
の
除
外
等
に
関
す
る
裁
判
手
続
等
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る

必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
規
則
を
制
定
す
る
理
由
で
あ
る
。

老
朽
化
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
管
理
及
び
再
生
の
円
滑
化
等
を
図
る
た
め
の
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改

理
由



配布資料2

機密性2

が 公
益
信
託
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
い
、
会
社
非
訟
事
件
等
手
続
規
則
の
規
定
の
一
部
を
改
正
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ

こ
の
規
則
を
制
定
す
る
理
由
で
あ
る
。

理
由

1



配布資料3

機密性2

1

会
社
非
訟
事
件
等
手
続
規
則
（
平
成
十
八
年
最
高
裁
判
所
規
則
第
一
号
）

（
信
託
法
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
及
び
公
益
信
託
に
関

（
信
託
法
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
へ
の
準
用
）

す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
へ
の
準
用
）

第
四
十
四
条

第
一
章
及
び
第
二
章
の
規
定
は
、
そ
の
性
質

第
四
十
四
条

第
一
章
及
び
第
二
章
の
規
定
は
、
そ
の
性
質

に
反
し
な
い
限
り
、
信
託
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
百
八

に
反
し
な
い
限
り
、
信
託
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
百
八

号
）
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
及
び
公
益
信
託
に
関
す
る

号
）
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
に
つ
い
て
準
用
す

法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
三
十
号
）
の
規
定
に
よ
る
非
訟

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
条
第
一
項
第
二
号
中

「

詞
出
川
の
手
続
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

会
社
（
法
第
八
百
六
十
八
条
第
四
項
に
規
定
す
る
裁
判
の

会
社
非
訟
事
件
等
手
続
規
則
新
旧
対
照
条
文

新

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

旧

－1－



「
略
］

２
～
５

、
第
二
条
第
一
項
第
二
号
中
「
会
社
（
法
第
八
百
六
十
八

条
第
四
項
に
規
定
す
る
裁
判
の
申
立
て
に
係
る
事
件
に
あ

っ
て
は
、
社
債
を
発
行
し
た
会
社
。
以
下
こ
の
章
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
商
号
及
び
本
店
の
所
在
地
並
び
に
代
表
者

の
氏
名
」
と
あ
る
の
は
「
限
定
責
任
信
託
の
名
称
及
び
事

務
処
理
地
並
び
に
受
託
者
の
氏
名
又
は
名
称
」
と
、
第
三

条
第
一
項
中
「
申
立
書
」
と
あ
る
の
は
「
申
立
書
（
限
定

責
任
信
託
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
」
と
、
「
次
に
掲
げ

る
書
類
」
と
あ
る
の
は
「
申
立
て
に
係
る
限
定
責
任
信
託

の
登
記
に
係
る
登
記
事
項
証
明
書
」
と
、
同
条
第
二
項
中

「
前
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
前
項
」
と
、
「
同
号
に

掲
げ
る
」
と
あ
る
の
は
「
同
項
に
規
定
す
る
」
と
読
み
替

え
る
も
の
と
す
る
。

［
同
上
酉

２
～
５

申
立
て
に
係
る
事
件
に
あ
っ
て
は
、
社
債
を
発
行
し
た
会

社
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
商
号
及
び
本
店

の
所
在
地
並
び
に
代
表
者
の
氏
名
」
と
あ
る
の
は
「
限
定

責
任
信
託
の
名
称
及
び
事
務
処
理
地
並
び
に
受
託
者
の
氏

名
又
は
名
称
」
と
、
第
三
条
第
一
項
中
「
申
立
書
」
と
あ

る
の
は
「
申
立
書
（
限
定
責
任
信
託
に
係
る
も
の
に
限
る

。
）
」
と
、
「
次
に
掲
げ
る
書
類
」
と
あ
る
の
は
「
申
立

て
に
係
る
限
定
責
任
信
託
の
登
記
に
係
る
登
記
事
項
証
明

書
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は

「
前
項
」
と
、

「
同
号
に
掲
げ
る
」
と
あ
る
の
は
「
同
項

に
規
定
す
る
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

－2－
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【機密性2】

事務総局会議（第26回）議事録

日時 令和7年10月28日（火）午前10時00分 ～ 午前10時07分

場所等 総局会議室

氏本事務総長、清藤総務局長、板津人事局長、染谷経理局長、福田民事

局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広報課

長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

民事裁判情報の活用の促進に関する法律施行規則（案）及び民事裁判

情報の活用の促進に関する基本的な方針（案）に関する意見照会につい

て

清藤総務局長説明（資料）

議事

結果 ◎ 裁判官会議付議

秘 書 課 長 福 島 直 之
●



事務総局会議資料
（10月28日開催） 機密性2 完全性1 可用性1

法務省司審第2000号

令 和 7 年 10月 6日

最 高 裁 判 所 長 官 殿

法 務 大 臣

(公 印 省 略）

民事裁判情報の活用の促進に関する法律施行規則（案）及び民事

裁判情報の活用の促進に関する基本的な方針（案）に関する意見

照会について

標記について、民事裁判情報の活用の促進に関する法律（令和7年法

律第49号）第2条第2項及び第4条第3項の規定に基づき意見を求め

ます。



｢民事裁判情報の活用の促進に関する法律施行規則案」に関する概要説明

1 趣旨

民事裁判情報の活用の促進に関する法律(令和7年法律第49号｡以下｢法」

という｡）の施行に伴い、必要な事項を定める。

2 概要

（1）定義等

ア 用語（第1条関係）

この省令において使用する用語を定める。

イ 電子決定書（第2条関係）

法第2条第1項第1号ハの規定により委任を受けた電子決定書を定める。

ウ 法第2条第1項第3号の法務省令で定める者（第3条関係）

保有民事裁判情報に含まれる特定の個人のうち、法第2条第1項第3号

に規定する措置を講じなくてもその権利利益を害するおそれが少ないと

認められる者として仮名加工の対象から除外される者を定める。

エ 民事裁判関連情報（第4条関係）

法第2条第1項第4号の規定により委任を受けた民事裁判関連情報を

定める。

(2)指定の申請、変更の届出等

ア 指定の申請（第5条関係）

法第5条第1項の規定による指定を受けようとする法人が法務大臣に

提出する申請書の記載事項及び添付書類を定める。

イ 変更の届出（第6条関係）

法第5条第3項の規定による届出に係る届出書の記載事項を定める。

ウ 役員の選任又は解任の届出（第7条関係）

法第5条第5項の規定による届出に係る届出書の記載事項及び添付書

類を定める。

（3）仮名加工民事裁判情報を提供する方法（第8条関係）

法第6条第1項第2号により委任を受けた仮名加工民事裁判情報を提供

する方法を定める。

（4）業務規程（第9条関係）

法第8条第1項の規定による業務規程の認可及び変更の認可に係る申請

書の記載事項並びに法第8条第2項第6号により委任を受けた民事裁判情

報管理提供業務の実施に必要な事項を定める。

（5）苦情の処理（第10条関係）



苦情申出に関して指定法人が所要の措置を講じなければならない場合及

び仮名加工民事裁判情報を保有民事裁判情報その他の情報と照合すること

ができる場合等を定める。

（6）事業計画等（第11条関係）

法第9条第1項の規定による事業計画及び収支予算の認可並びに変更の

認可に係る申請書の記載事項及び添付書類を定める。

（7）情報提供契約

ア 情報提供契約の拒絶（第12条関係）

法第10条第1項の規定により委任を受けた情報提供契約の締結を拒

絶することができる正当な理由を定める。

イ 情報提供契約の解除（第13条関係)

法第10条第2項の規定により委任を受けた情報提供契約を解除する

ことができる正当な理由を定める。

（8）業務の体廃止（第14条関係）

法11条第1項の規定による許可を受けようとする法人が法務大臣に提

出する申請書の記載事項を定める。

（9）仮名加工民事裁判情報の作成の方法に関する基準（第15条関係）

法第13条第1項の規定により委任を受けた仮名加工民事裁判情報の作

成の方法に関する基準を定める。

⑩ 業務の一部委託等（第16条関係）

法第14条第1項の規定による委託及び同条第2項の規定による再委託

に関して､指定法人が法務大臣に提出する申請書の記載事項及び添付書類並

びに委託の承認の基準を定める。

（11 帳簿（第17条関係）

法第15条の規定により委任を受けた帳簿の備付けに関する事項及び帳

簿の記載事項を定める。

u2)身分を示す証明書（第18条関係）

法第17条第2項に規定する身分証明書の様式を定める。

u3)民事裁判情報管理提供業務の引継ぎ（第19条関係）

法第18条第1項に規定する指定の取消しが行われた場合における、同条

第3項の委任を受けた保有民事裁判情報の引継ぎの方法及び同条第4項の

委任を受けた民事裁判情報管理提供業務の引継ぎその他の必要な事項を定

める。

3 施行期日

令和7年12月（予定）



第
二
条

法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
ハ
の
法
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
裁
判
に
係
る
も
の
と
す
る
。

第
一
条

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
民
事
裁
判
情
報
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い

る
た
め
、
民
事
裁
判
情
報
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

シ

フ
○

三
上
告
審
と
し
て
事
件
を
受
理
し
な
い
旨
の
決
定

民
事
裁
判
情
報
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
四
十
九
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
同
法
を
実
施
す

四
次
に
掲
げ
る
裁
判
の
更
正
決
定

二
上
告
を
棄
却
す
る
決
定

一

上
告
を
却
下
す
る
上
告
裁
判
所
の
決
定

（
法
務
省
令
で
定
め
る
電
子
決
定
書
）

（
用
語
）

イ ）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

民
事
裁
判
情
報
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
案
）

判
決

－1－



第
三
条

法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
法
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

五
前
号
の
更
正
決
定
を
変
更
す
る
決
定

二
前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
措
置
を
講
じ
な
く
て
も
個
人
の
権
利
を
害
す
る

｜

当
該
保
有
民
事
裁
判
情
報
に
係
る
事
件
に
関
与
し
た
者
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の

（
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
法
務
省
令
で
定
め
る
者
）

イ
訴
訟
代
理
人
の
う
ち
委
任
を
受
け
た
も
の
（
民
事
訴
訟
法
（
平
成
八
年
法
律
第
百
九
号
）
第
五
十
四
条
第
一
項
た
だ

お
そ
れ
が
少
な
い
こ
と
が
当
該
民
事
裁
判
情
報
か
ら
明
ら
か
で
あ
る
者

ｐ
こ
の
条
に
規
定
す
る
裁
判

ロ
国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務
大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
九
十

け
た
者

四
号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
国
を
代
表
す
る
者
及
び
同
法
第
二
条
、
第
五
条
第
一
項
、
第
六
条
第
二
項
、
第
六
条
の

し
書
の
許
可
を
得
て
訴
訟
代
理
人
と
な
っ
た
も
の
を
除
く
。
）

二
第
四
項
若
し
く
は
第
五
項
、
第
六
条
の
三
第
四
項
若
し
く
は
第
五
項
又
は
第
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受

－2－



第
四
条

法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
法
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
五
条

法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
（
以
下
単
に
「
指
定
」
と
い
う
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
は
、
次
に
褐

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

六
上
訴
が
あ
っ
た
旨
の
情
報

四
当
該
民
事
裁
判
情
報
に
係
る
裁
判
を
し
た
裁
判
官
の
所
属
す
る
裁
判
所
及
び
部
を
特
定
す
る
に
足
り
る
情
報

三
原
裁
判
、
更
正
決
定
に
よ
り
更
正
さ
れ
た
裁
判
、
再
審
に
よ
り
取
り
消
さ
れ
た
裁
判
そ
の
他
の
当
該
民
事
裁
判
情
報
に

五
当
該
民
事
裁
判
情
報
に
係
る
事
件
の
類
型
（
知
的
財
産
に
関
す
る
訴
え
に
係
る
事
件
、
労
働
契
約
に
関
す
る
訴
え
に
係

二
判
決
又
は
決
定
の
別
そ
の
他
の
当
該
民
事
裁
判
情
報
に
係
る
裁
判
の
方
式
を
示
す
情
報

一

当
該
民
事
裁
判
情
報
を
他
の
民
事
裁
判
情
報
と
区
別
し
て
識
別
す
る
た
め
に
用
い
る
符
号
そ
の
他
の
情
報

（
民
事
裁
判
関
連
情
報
）

（
指
定
の
申
請
）

関
連
す
る
裁
判
を
特
定
す
る
に
足
り
る
情
報

る
事
件
、
交
通
事
故
に
基
づ
く
損
害
賠
償
の
訴
え
に
係
る
事
件
そ
の
他
の
類
型
を
い
う
。
）
を
示
す
情
報

－3－



２
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

三
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
を
開
始
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

七
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
の
実
施
に
関
す
る
計
画
を
記
載
し
た
書
類

六
現
に
行
っ
て
い
る
業
務
の
概
要
を
記
載
し
た
書
類

五
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

四
役
員
の
氏
名
及
び
略
歴
を
記
載
し
た
書
類

三
指
定
の
申
請
に
関
す
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
類

二
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
を
行
お
う
と
す
る
事
務
所
の
所
在
地

八

二
申
請
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
お
け
る
財
産
目
録
、
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
申
請
の
日
の

一
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

一

定
款
及
び
登
記
事
項
証
明
書

属
す
る
事
業
年
度
に
設
立
さ
れ
た
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
設
立
時
に
お
け
る
財
産
目
録
）

役
員
が
法
第
五
条
第
一
項
第
五
号
イ
及
び
ロ
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
旨
を
当
該
役
員
が
誓
約
す
る
書
類

－4



第
六
条

指
定
法
人
は
、
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

４
法
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
申
請
書
及
び
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
法
第
五

３
前
項
第
七
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

九
そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

届
出
書
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

る
0

二
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
に
関
す
る
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
に
係
る
事
項

三
変
更
の
理
由

二
変
更
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

一

法
第
八
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

一

変
更
後
の
名
称
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

（
指
定
法
人
の
名
称
等
の
変
更
の
届
出
）
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第
八
条

法
第
六
条
第
一
項
第
二
号
の
法
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
七
条

指
定
法
人
は
、
法
第
五
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

２
前
項
の
届
出
書
に
は
、
選
任
の
届
出
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
選
任
さ
れ
た
者
が
法
第
五
条
第
一
項
第
五
号
イ
及
び
口
の
い

ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
旨
を
誓
約
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

届
出
書
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

三
選
任
又
は
解
任
の
理
由

四
選
任
の
届
出
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
選
任
に
係
る
役
員
の
略
歴

二
選
任
又
は
解
任
の
年
月
日

｜

送
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て

一
選
任
又
は
解
任
に
係
る
役
員
の
氏
名

（
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
を
提
供
す
る
方
法
）

（
役
員
の
選
任
又
は
解
任
の
届
出
）

送
信
し
、
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
方
法
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第
九
条

指
定
法
人
は
、
法
第
八
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
業
務
規
程
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を

２
指
定
法
人
は
、
法
第
八
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
業
務
規
程
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
褐

３
法
第
八
条
第
二
項
第
六
号
の
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

記
載
し
た
申
請
書
に
業
務
規
程
を
添
え
て
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

三
変
更
の
理
由

二
電
磁
的
記
録
媒
体
（
電
磁
的
記
録
に
係
る
記
録
媒
体
を
い
う
。
）
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
情
報
を
記
録
し
た

二
変
更
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

二
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地

一

変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項

一

民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
を
行
う
時
間
及
び
休
日
に
関
す
る
事
項

（
業
務
規
程
）

も
の
を
交
付
す
る
方
法
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第
十
条

指
定
法
人
は
、
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
の
取
扱
い
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
内
容
の
苦
情
の
申
出
が
あ
っ
た
場
合
に

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

九
そ
の
他
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項

七
保
有
民
事
裁
判
情
報
等
の
漏
え
い
、
滅
失
又
は
殼
損
が
生
じ
た
場
合
の
措
置
に
関
す
る
事
項

八

六
保
有
民
事
裁
判
情
報
等
の
目
的
外
使
用
の
禁
止
に
関
す
る
事
項

は
、

五
法
第
六
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
附
帯
す
る
業
務
に
関
す
る
事
項

四
保
有
民
事
裁
判
情
報
等
の
保
存
期
間
に
関
す
る
事
項

三
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
の
実
施
に
係
る
組
織
、
運
営
そ
の
他
の
体
制
に
関
す
る
事
項

一
当
該
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
の
内
容
が
当
該
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
に
係
る
電
子
判
決
書
等
（
法
第
二
条
第
一
項

（
苦
情
の
処
理
）

第
一
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
電
磁
的
記
録
を
い
う
。
）
の
内
容
と
相
違
す
る
こ
と
。

当
該
苦
情
の
処
理
の
た
め
に
必
要
な
事
項
を
調
査
し
、
改
善
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
所
要
の
措
置
を
と
ら

民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
に
関
す
る
帳
簿
及
び
書
類
の
管
理
に
関
す
る
事
項
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第
十
一
条

指
定
法
人
は
、
法
第
九
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と

２
指
定
法
人
は
、
前
項
の
場
合
又
は
業
務
規
程
の
定
め
に
基
づ
く
苦
情
の
処
理
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認

三
前
事
業
年
度
の
予
定
貸
借
対
照
表

き
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四
当
該
事
業
年
度
の
予
定
貸
借
対
照
表

二
収
支
予
算
書

め
る
と
き
は
、
当
該
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
を
保
有
民
事
裁
判
情
報
そ
の
他
の
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

三
当
該
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
に
含
ま
れ
る
情
報
の
流
通
に
よ
っ
て
個
人
の
権
利
利
益
が
侵
害
さ
れ
、
又
は
侵
害
さ
れ

二
当
該
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
が
法
第
十
三
条
第
一
項
及
び
業
務
規
程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
作
成
さ
れ
て
い
な
い

一

事
業
計
画
書

（
事
業
計
画
等
）

る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
。

ー

ー

と
○
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第
十
二
条

法
第
十
条
第
一
項
の
法
務
省
令
で
定
め
る
正
当
な
理
由
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

２
指
定
法
人
は
、
法
第
九
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
又
は
収
支
予
算
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と

ぱ
な
ら
な
い
。

き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
収
支

五
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
収
支
予
算
書
の
参
考
と
な
る
書
類

予
算
の
変
更
が
前
項
第
四
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
書
類
の
変
更
を
伴
う
と
き
は
、
当
該
変
更
後
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ

三
変
更
の
理
由

二
変
更
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

二
情
報
提
供
契
約
の
申
込
者
が
情
報
提
供
契
約
を
締
結
し
て
い
た
こ
と
が
あ
る
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
に
つ

一

変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項

一 （
情
報
提
供
契
約
の
拒
絶
）

供
契
約
の
内
容
と
す
る
こ
と
に
同
意
し
な
い
こ
と
。

情
報
提
供
契
約
の
申
込
者
が
、
業
務
規
程
に
定
め
ら
れ
た
法
第
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
事
項
を
当
該
情
報
提
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第
十
三
条

法
第
十
条
第
二
項
の
法
務
省
令
で
定
め
る
正
当
な
理
由
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
十
四
条

指
定
法
人
は
、
法
第
十
一
条
第
一
項
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請

四
情
報
提
供
契
約
の
申
込
者
が
、
法
第
十
条
第
二
項
又
は
次
条
に
規
定
す
る
正
当
な
理
由
に
よ
り
情
報
提
供
契
約
を
解
除

三
情
報
提
供
契
約
の
申
込
者
が
、
業
務
規
程
で
定
め
る
料
金
の
支
払
方
法
に
よ
っ
て
、
当
該
料
金
を
支
払
う
こ
と
が
で
き

二
業
務
規
程
に
定
め
ら
れ
た
法
第
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
事
項
が
変
更
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
情
報
提
供
契

一
情
報
提
供
契
約
を
締
結
し
た
者
が
支
払
期
限
後
二
月
以
内
に
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
に
関
す
る
料
金
を
支
払
わ

（
業
務
の
体
廃
止
）

（
情
報
提
供
契
約
の
解
除
）

約
を
締
結
し
た
者
が
変
更
後
の
当
該
事
項
を
当
該
情
報
提
供
契
約
の
内
容
と
す
る
こ
と
に
同
意
し
な
い
こ
と
。

な
か
っ
た
こ
と
。

な
い
こ
と
、
又
は
当
該
料
金
を
支
払
う
資
力
を
有
す
る
こ
と
に
つ
い
て
合
理
的
な
疑
い
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

さ
れ
、
そ
の
解
除
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
。

き
、
支
払
期
限
を
超
え
て
ま
だ
支
払
わ
れ
て
い
な
い
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
に
関
す
る
料
金
が
あ
る
こ
と
。
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第
十
五
条

法
第
十
三
条
第
一
項
の
法
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

書
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

三
休
止
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
期
間

四
休
止
又
は
廃
止
の
理
由

二
休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

一

休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
の
範
囲

一

保
有
民
事
裁
判
情
報
に
含
ま
れ
る
特
定
の
個
人
に
関
す
る
情
報
で
あ
っ
て
次
に
掲
げ
る
も
の
の
全
部
又
は
一
部
を
削
除

（
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
の
作
成
の
方
法
に
関
す
る
基
準
）

す
る
こ
と
（
当
該
情
報
を
復
元
す
る
こ
と
の
で
き
る
規
則
性
を
有
し
な
い
方
法
に
よ
り
他
の
情
報
に
置
き
換
え
る
こ
と
を

含
む
。
）
。

イ
氏
名

ロ
生
年
月
日

ノ、

住
所
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第
十
六
条

指
定
法
人
は
、
法
第
十
四
条
第
一
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請

害
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

三
保
有
民
事
裁
判
情
報
に
含
ま
れ
る
不
正
に
利
用
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
財
産
的
被
害
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
情
報
の
全

三
委
託
の
期
間

二
保
有
民
事
裁
判
情
報
に
含
ま
れ
る
個
人
識
別
符
号
の
全
部
を
削
除
す
る
こ
と
（
当
該
個
人
識
別
符
号
を
復
元
す
る
こ
と

四
委
託
を
必
要
と
す
る
理
由

二
委
託
し
よ
う
と
す
る
業
務
の
内
容
及
び
範
囲

一
受
託
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

（
業
務
の
一
部
委
託
等
）

部
又
は
一
部
を
削
除
す
る
こ
と
（
当
該
情
報
を
復
元
す
る
こ
と
の
で
き
る
規
則
性
を
有
し
な
い
方
法
に
よ
り
他
の
情
報
に

置
き
換
え
る
こ
と
を
含
む
。
）

の
で
き
る
規
則
性
を
有
し
な
い
方
法
に
よ
り
他
の
情
報
に
置
き
換
え
る
こ
と
を
含
む
。
）
。

ニ
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
情
報

口
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２
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
法
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
業
務
の
委
託
が
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業

３
法
務
大
臣
は
、
指
定
法
人
に
対
し
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が

務
を
行
う
た
め
に
必
要
で
あ
り
、
か
つ
、
受
託
者
が
そ
の
業
務
を
適
正
か
つ
確
実
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
と
認

五
受
託
者
に
お
い
て
保
有
民
事
裁
判
情
報
等
の
適
切
な
安
全
管
理
の
た
め
に
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
示

四
受
託
者
（
受
託
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
役
員
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
法
第
五
条
第

三
業
務
の
委
託
契
約
書
の
写
し

め
ら
れ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
承
認
す
る
も
の
と
す
る
。

二
受
託
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
定
款
又
は
寄
附
行
為
及
び
登
記
事
項
証
明
書

で
き
る
。

一

受
託
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
住
民
票
の
抄
本
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
類

す
書
類

一
項
第
五
号
イ
及
び
ロ
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
旨
を
当
該
受
託
者
が
誓
約
す
る
書
類
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第
十
七
条

指
定
法
人
は
、
法
第
十
五
条
の
帳
簿
を
各
事
業
年
度
の
末
日
を
も
っ
て
閉
鎖
す
る
も
の
と
し
、
閉
鎖
後
五
年
間
保

２
法
第
十
五
条
の
法
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

５
前
各
項
の
規
定
は
、
指
定
法
人
が
法
第
十
四
条
第
二
項
後
段
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

六
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
に
関
す
る
収
入
及
び
支
出

五
前
号
の
苦
情
の
内
容
及
び
当
該
苦
情
の
処
理
の
た
め
に
講
じ
た
措
置

四
受
け
付
け
た
苦
情
の
件
数

三
情
報
提
供
契
約
に
基
づ
き
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
を
提
供
し
た
相
手
方
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
当
該
相

一 一

最
高
裁
判
所
か
ら
提
供
を
受
け
た
民
事
裁
判
情
報
の
件
数

（
身
分
を
示
す
証
明
書
）

（
帳
簿
）

｜
作
成
し
た
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
の
件
数

手
方
に
提
供
し
た
仮
名
加
工
民
事
裁
判
情
報
の
件
数
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第
十
九
条

法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取
消
し
に
係
る
法
人
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら

第
十
八
条

法
第
十
七
条
第
二
項
の
証
明
書
は
、
別
記
様
式
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

規
定
は
、
法
附
則
第
一
条
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
い

○

三
前
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
行
っ
た
後
、
遅
滞
な
く
保
有
民
事
裁
判
情
報
等
を
消
去
す
る
こ
と
。

四
そ
の
他
法
務
大
臣
が
必
要
と
認
め
る
事
項

二
法
務
大
臣
が
新
た
に
指
定
す
る
指
定
法
人
に
保
有
民
事
裁
判
情
報
等
を
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
に
関
す
る
帳

こ
の
省
令
は
、
令
和
●
年
●
月
●
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
八
条
、
第
十
条
及
び
第
十
二
条
か
ら
第
十
九
条
ま
で
の

｜

法
務
大
臣
が
新
た
に
指
定
す
る
指
定
法
人
に
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
を
引
き
継
ぐ
こ
と
。

（
民
事
裁
判
情
報
管
理
提
供
業
務
の
引
継
ぎ
）

簿
、
書
類
及
び
資
料
と
と
も
に
引
き
継
ぐ
こ
と
。

附

則
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別記様式（第18条関係）

表 面

身 分 証 明 書 第 号

官 職

氏 名

生年月日

写 真

上記の者は、民事裁判情報の活用の促進に関する

法律第17条第1項に規定する立入検査又は質問を

行う職員であることを証明する。

交付日 年 月 日

年 月 日まで有効）

法 務 大 臣 印

裏 面

民事裁判情報の活用の促進に関する法律（令和七年法律第四十九号）抜粋

（報告及び検査）

第十七条 法務大臣は、民事裁判情報管理提供業務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、指

定法人に対し、その業務の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、指定法人の事務所に立ち入り、業務

の状況若しくは設備、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

2 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者にこれを提示しなければ

ならない。

3 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

（罰則）

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、三十万円以下の罰金に処する。

一・二（略）

三 第十七条第一項の規定による報告をせず､若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨
げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。

2 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項において同じ。）の代表者若

しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前項の違

反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同項の刑を科する。
3 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人がその訴訟行為について

法人でない団体を代表するほか､法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。

民事裁判情報の活用の促進に関する法律施行規則（令和七年法務省令第●●号）抜粋

（身分を示す証明書）

第十八条 法第十七条第二項の証明書は、別記様式によるものとする。

注．用紙の大きさは、日本産業規格B列8番（64×9 1m)とすること。



｢民事裁判情報の活用の促進に関する基本的な方針案」に関する概要説明

1 趣旨

民事裁判情報の活用の促進に関する法律(令和7年法律第49号｡以下｢法」

という｡）第4条第1項の規定に基づき、民事裁判情報の活用の促進に関する

基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定める。

2 概要

（1）民事裁判情報の活用の促進の意義に関する事項

デジタル社会の進展に伴い多様化する民事裁判情報の需要に応じ､民事裁

判情報の適正かつ効果的な活用を促進することで､民事裁判情報の公共財と

しての価値が発揮され､創造的かつ活力のある社会の発展に資することが期

待される旨を定める。

（2）民事裁判情報の活用の促進のための施策に関する基本的な事項

民事裁判情報を適切に活用するために必要な配慮を定め､民事裁判情報の

適正かつ効果的な活用の促進を図るために講じる手段のほか､政府や指定法

人等の関係主体が果たすべき役割を定める。

（3）保有民事裁判情報の管理及び提供に関する基本的な事項

民事裁判情報管理提供業務を行うに際し､指定法人に求められる対応の基

本的な考え方を定める。

指定法人は、これらの考え方を基本としつつ、業務規程において具体的内

容を定めることとしている。

（4）その他民事裁判情報の活用の促進に関する重要事項

社会情勢の変化等に応じて､適時､基本方針を見直すことを定める｡特に、

法附則第5条の規定による法の施行後5年を経過した時点における法の施

行状況に係る検討の際には､基本方針についても併せて所要の検討を行うこ

ととする。

3 告示日

令和7年12月（予定）



裁
判
情
報
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
を
次
の
よ
う
に
定
め
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
公
表
す
る
。

○
法
務
省
告
示
第
●
●
号

令
和
●
年
●
月
●
日

民
事
裁
判
情
報
の
活
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
民
事

ｌ
」

１

法
務
大
臣

●
●

●
●



民事裁判情報の活用の促進に関する基本的な方針（案）

デジタル社会の進展に伴い民事裁判情報に対する需要が多様化していることに鑑み、民事裁判情報の適正

かつ効果的な活用の促進を図るため、民事裁判情報の活用の促進に関する法律（以下「法」という。）第四

条第一項の規定に基づき、民事裁判情報の活用の促進に関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）

を定めるものである。なお、基本方針において使用する用語は、法において使用する用語の例による。

第一 民事裁判情報の活用の促進の意義に関する事項

民事裁判情報は、国民にとって、紛争発生前には行動規範となるとともに、紛争発生後には紛争解決指

針の一つともなり得るものであり、社会全体で共有し、活用すべき公共財としての価値があるというべき

である。

これまでも、先例性や社会的関心の高い事案に係る裁判の内容については、裁判所のウェブサイト等を

通じて広く提供され、活用されてきたところであるが、デジタル社会の進展に伴い、大量の情報を処理す

る技術を用いて多数の裁判例の横断的分析を行うなど、新たな方法による活用が可能となっており、民事

裁判情報に対する需要は多様化している。
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こうした需要に応じ、民事裁判情報の適正かつ効果的な活用を促進することにより、民事裁判情報の公

共財としての価値が十分に発揮され、より高度な法的サービスが提供されるなど、司法の分野の発展に資

することはもとより、より広く創造的かつ活力ある社会の発展に資することが期待される。

第二 民事裁判情報の活用の促進のための施策に関する基本的な事項

民事裁判情報は、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定により何人も閲覧できる電子判決書等

（法第二条第一項第一号イからハまでに掲げる電磁的記録をいう。）と同じ内容ではあるものの、当事者

間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争に係る裁判所の判断を示すものであり、紛争の

具体的な事実関係が記録されていることから、適正な活用をするためには、訴訟関係者等の権利利益に対

する適切な配慮が必要となる。また、裁判例の横断的分析等の活用を行うに当たっては、正確であり、か

つ、偏りのない情報を網羅的に分析の対象とするのが効果的である。そうすると、民事裁判情報の適正か

つ効果的な活用の促進を図るためには、民事裁判情報に仮名処理（法第二条第一項第三号に規定する措置

として行われる処理をいう。以下同じ。）等を行い、これを適切に管理しつつ、広く一般の需要に応ずる

に足りるデータベースを整備し、利用者に対して一元的に提供することが有効である。そのため、法は、
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法務大臣の指定する指定法人が民事裁判情報管理提供業務を行う制度（以下「本制度」 という。）を創設

したものであり、民事裁判情報の活用の促進に当たっては、本制度を主たる手段として位置付けることと

する。

民事裁判情報が当事者間の紛争に係る裁判所の判断を示すものであることに鑑みれば、本制度が民事裁

判情報の活用を促進する基盤としてその役割を適切に果たすためには、民事裁判情報の活用の促進の意義

について訴訟関係者を含む国民の理解の増進を図り、本制度に対するその信頼の向上を図ることが重要で

ある。このため、政府、指定法人等の関係主体が、本制度の適正かつ確実な運用及び周知広報等に努める

とともに、最高裁判所にも協力を求めることが適切である。また、民事裁判情報の利用者においても、訴

訟関係者の権利利益に配慮した利用をする必要があり、関係主体は、相互に協力して、利用の在り方に関

するリテラシーの向上を図るため、必要な取組を実施するのが適切である。

本制度に対する国民の理解の増進及びその信頼の向上を図るためには、指定法人の指定及び監督が適切

に行われることが重要である。法務大臣は、指定法人を指定するに当たっては、遺漏のない仮名処理の実

施や必要な安全管理措置を講じるための技術的能力及び経理的基礎について、厳格かつ公平に審査を行
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い、指定後においても、民事裁判情報管理提供業務が適正かつ確実に実施されるよう、各種の監督権限を

適切に行使することとする。

三 保有民事裁判情報の管理及び提供に関する基本的な事項

指定法人が行う民事裁判情報管理提供業務については、以下の考え方を基本としつつ、業務規程におい

て具体的内容を定めることとする。

1 保有民事裁判情報の加工の方法に関する基本的な考え方

指定法人が保有民事裁判情報に仮名処理を行うに当たっては、訴訟関係者の権利利益に適切に配慮し

つつ、データベースを有意なものとするため、具体的な事実関係に基づく裁判所の判断及びその過程を

読み取ることができるようにする必要がある。また、仮名処理の内容は、訴訟関係者が苦情の申出を行

う際に参考とされるものである。

そこで、指定法人は、業務規程に保有民事裁判情報の加工の方法に関する事項を定めるに当たって、

保有民事裁判情報のうち仮名処理の対象となる情報を明確に定めるとともに、これをインターネットの

利用その他の方法により公表することとする。

第
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2 仮名加工民事裁判情報の提供に関する基本的な考え方

本制度は、デジタル社会の進展に伴い多様化している民事裁判情報に対する需要に応じ、その活用の

促進を図るものであることから、指定法人が提供する仮名加工民事裁判情報は、デジタル社会における

新たな方法による活用を含め、自由な活用ができるものである必要がある。そこで、指定法人は、仮名

加工民事裁判情報を提供するに当たり、機械判読に適した形式とするなど、デジタル技術を用いた民事

裁判情報の活用の促進に資する方法により提供することとする。

また、判例評釈を含む民事裁判情報の利用は、本来自由に行われるべきものであるが、民事裁判情報

が不適正な方法で利用されることによって訴訟関係者等の権利利益が侵害されるような事態が生じない

よう留意する必要がある。そのため、指定法人は、情報提供契約において、不適正な方法による仮名加

工民事裁判情報の利用を禁止する旨を定めるなど必要な措置を講ずることとする。

3 保有民事裁判情報等の安全管理に関する基本的な考え方

訴訟関係者等の権利利益に対して適切に配慮し、本制度に対する国民の理解の増進及びその信頼の向

上を図るためには、仮名処理を遺漏なく実施するとともに、指定法人及び民事裁判情報管理提供業務の
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受託者において保有民事裁判情報等の漏えい、滅失又は殴損の防止その他の安全管理が適切に行われな

ければならない。

そこで、指定法人は、必要な安全管理措置を講ずることができる技術的能力及び経理的基礎を備えて

いる必要があることはもとより、組織的な安全管理措置、人的な安全管理措置､物理的な安全管理措置

及び技術的な安全管理措置を講ずるとともに、受託者に対する適切な監督を行うことが求められる。

4 料金に関する基本的な考え方

本制度においては、民事裁判情報管理提供業務に要する費用を指定法人が利用者から収受する料金に

よって賄うことが想定されており、その適正かつ確実な実施を担保できるように料金が定められる必要

がある。他方、民事裁判情報には公共財としての価値があり、その活用を幅広く促す観点から、利用

者にとって料金が過度な負担とならないよう配慮する必要もある。

そこで、指定法人は、民事裁判情報管理提供業務に要する費用を勘案して合理的であると認められる

範囲内において、料金を定めることが求められる。

5 苦情の処理に関する基本的な考え方
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指定法人は、仮名加工民事裁判情報の作成に当たって遺漏なく仮名処理を実施しなければならない

が、遺漏があった場合は、速やかに是正する必要がある。また、法令及び業務規程の定めるところによ

り仮名処理を行った場合であっても、民事裁判情報に係る事案の内容や訴訟関係者の置かれた状況その

他の事情により、追加的な仮名処理を行う必要が生ずることも想定される。法は、こうした必要性に鑑

み、業務規程に苦情の処理に関する事項を定めなければならないこととしている。

そこで、指定法人は、当該事項を定めるに当たって苦情の申出に係る手続を明確に定め、インター

ネットの利用その他の方法によりこれを公表するとともに、法務省令の定めるところにより、仮名加工

民事裁判情報の取扱いに関する苦情を適切かつ迅速に処理することとする。

第四 その他民事裁判情報の活用の促進に関する重要事項

社会情勢の変化、技術の進展、民事裁判情報の利用状況等により、民事裁判情報の活用の促進に関して

取り組むべき施策等の内容が変化する可能性がある。このため、法務大臣は、こうした動向や、国際的な

動向を勘案しつつ、必要に応じて、基本方針を見直し、適時、充実を図るものとする。特に、法附則第五

条の規定による法の施行後五年を経過した時点における法の施行状況に係る検討の際には、基本方針にっ
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いても併せて所要の検討を行うこととする。
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